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１  はじめに  

 

防衛省においては、平成１５年に総合取得改革推進委員会を設

置し、調達効率化施策等を中心に取得改革の検討を進めるととも

に、「より効果的、かつ効率的な装備品等の取得」、「国民への一層

の説明責任を果たし得る公正、かつ透明な制度の整備」を目的と

した様々な取り組みを実施している。  

平成２０年３月に公表された「総合取得改革推進プロジェクト

チーム報告書」では、「民間委託の拡充」への取組としてＰＢＬ

（ P e r f o r ma n c e  B a s e d  L o g i s t i c s）手法の活用可能性の検討が記述さ

れた。  

平成２２年６月には、防衛省改革に係る防衛大臣指示が発出さ

れ、「契約における公正性、透明性の確保に十分留意するとともに、

それにとどまらず装備品等の維持・整備分野における改革や防衛

産業・生産基盤の確保等も含め、総合的に検討」することとされ、

平成２２年７月、「装備品等の維持・整備業務の在り方に関する検

討ＩＰＴ」を設置した。  

さらに、「新たな時代の安全保障と防衛力に関する懇談会」が平

成２２年８月に提出した報告書「新たな時代における日本の安全

保障と防衛力の将来構想」の中でも、「先進技術を活かした装備に

ついて、コストを抑制しながら取得し、維持整備していくため、

取得改革の推進が必要であること、今後の防衛力整備の方向性と

して重視すべき装備品等の高い運用水準を実現するとともに、維

持コストの抑制を図るため、維持整備に係わる企業との契約形態

を改め、維持整備の作業量に応じて対価を付与するのではなく、

運用のパフォーマンスの達成に対して対価を付与する形態（ＰＢ

Ｌ）の方法を導入することも積極的に検討すべき」と提言してい

る。  

平成２２年９月の総合取得改革推進プロジェクトチーム報告書

「取得改革の今後の方向性」においては、「ＰＢＬを本格的に導入
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した場合の効果を検証するフィージビリティスタディを実施し、

モデルケースを設定して試行的な検討を始めるなど、自衛隊の部

隊運用にも配意しながら、その導入を見据えた検討を行う必要が

ある」とされており、さらに、中期防衛力整備計画（平成２３年

度～平成２７年度）においても、「維持整備に係る成果の達成に応

じて対価を支払う新たな契約方式であるＰＢＬの導入を図るとと

もに、業務全体の質の維持向上及び効率化に向けた抜本的な取組

等にも着手して運用基盤の充実を図る」こととされた。  

防衛予算は、我が国の厳しい財政事情を反映し抑制傾向が続い

ているが、近年、取得する新規装備品等は高性能化にともない高

価格化が進展しているため調達数量の減少につながり、調達数量

の減少は更なる取得価格の上昇を招くという、悪循環となってい

る。維持・整備に係る経費についても、新規装備品等の高機能化・

高性能化、現有装備品等の老朽化、非効率な単年度又は都度契約

の常態化等といった要因などにより増加傾向を示し、平成１７年

度以降は、主要装備品等を取得する経費を上回る状況になってい

る。  

今後、限られた資源でより実効性の高い防衛力の整備を行うこ

とはますます重要な課題となっている。維持・整備分野について

は、現在の手法にとらわれず、装備品等の質の維持・向上を図り

つつ業務の効率化及び経費の抑制を行うため、欧米諸国で実施さ

れているＰＢＬをはじめとする新しい手法の導入を図るなど、新

たな取り組みを進める必要があることは明らかであり、特にＰＢ

Ｌについては、コストの抑制や業務の効率化など、一定の効果が

期待できるものである。  

「防衛省ＰＢＬ導入ガイドライン」（以下、「ガイドライン」と

いう。）は、ＰＢＬ手法の定義や検討のアプローチなどについて整

理し、今後、防衛省においてＰＢＬ導入方法の可視化、検討を行

うに当たり解決すべき論点等の整理など、必要な事項を示すもの

であり、各自衛隊をはじめ、関係機関のＰＢＬ導入検討に当たり
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積極的に活用されることを期待し、その内容については陸上自衛

隊において行うＰＢＬパイロット・モデルの実施状況及び各自衛

隊において行うＰＢＬ導入に係る検討状況、並びに契約状況を把

握しつつ、改善が必要な事項等については常に見直しを行い、よ

り有益なガイドラインとしていく所存である。  
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２  ＰＢＬ手法導入の必要性  

（１）装備品等の維持・整備に係る現状（課題）  

限られた資源でより実効性の高い防衛力の整備を行うために

は、現在の手法にとらわれず、装備品等の維持・整備の質の維

持・向上を図りつつ、業務の効率化及び経費の抑制を図る新た

な手法の導入が必要となる。  

維持・整備にかかる予算は、主要装備品等にかかる予算に比

べて削減されやすい傾向にある。また、維持・整備に係る役務

に つ い て も 単 年 度 歳 出 あ る い は ２ 年 国 債 で 措 置 さ れ る こ と が

多いことから、長期間にまたがる柔軟性を持たせた執行計画を

立案することが困難となっている。更に、予算要求時点と執行

時点に乖離が生じ、予定どおりに業務を進捗させることができ

ないケースがある。このような状況では、可動率の低下など防

衛省側のリスクを下げるために、部品の在庫維持等に多くの労

力が割かれることになる。  

また、部品等の製造請負あるいは修理役務に関しては、単年

度又は都度契約であり、民間企業側にとって長期的な見通しが

立たず、また、効率化に向けた自助努力を促すインセンティブ

が働く契約形態とは言い難い。このような状況では、部品等の

製造コスト、あるいは作業のための管理工数の削減等、ライフ

サイクル全般にわたる最適化を図ることが困難になるなど、民

間企業の活力を有効に活用できず、効率性が低いため、経費が

高止まり又は上昇する状況に陥るケースが少なくない。  

限られた資源の中でより効率的な装備品等の維持・整備を行

うためには、防衛関係費の抑制傾向は今後も不可避であるとい

う認識のもと、①実効性の高い補給計画の立案及び遵守、②部

品在庫（品目及び数量）の最小化及び適所配置、③修理に必要

な部品の最適なタイミングでの入手、④修理方法の効率化及び

部 品 寿 命 の 長 期 化 を 目 指 し て 業 務 の 改 善 を 図 る こ と が 効 果 的

である。  
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（２）改善方策  

前述した課題を解決するための一つの方策としてＰＢＬの手

法 の 導 入 が 考 え ら れ る 。 Ｐ Ｂ Ｌ を 導 入 す る こ と で 、 国 内 外 の

様々な民間企業が導入するサプライチェーンマネジメント（材

料の調達、部品の製造・修理、物流、販売に係るすべての活動

やプロセスの統合管理）（ S u p p l y  C h a i n  M a n a g e me n t：ＳＣＭ）

の考え方を取り入れ、最小在庫を保ちつつ、最適な輸送でタイ

ムリーに消費者（使用部隊、補給処等）に供給し、委託者（防

衛省）と受託者（民間企業）が様々な情報を共有し多面的な分

析を通じて装備品等の維持・整備業務の効率性を追求し、綿密

な計画を柔軟に実行することが可能となる。この結果として、

品質の向上やコストの削減において効果的であるだけでなく、

部品の修理や部品を利用した装備品等本体の整備においては、

品質確保の観点から設定した評価指針や目標を管理し、官民で

連携して装備品等の維持・整備業務の効率性を追求することで

ライフサイクルコストを削減するとともに、パフォーマンスの

向上が期待されている。  

このように、装備品等の維持・整備業務に民間活力を有効に

活用するため、コスト削減や品質向上手法を適用できるＰＢＬ

の 導 入 に 係 る 検 討 を 防 衛 省 に お い て も 早 急 に 進 め る 必 要 が あ

る。  

なお、ＰＢＬの導入によって、防衛省が期待する効果の一例

を表 1 に示す。  

表 1 期待効果  
分類  期待効果 (例 ) 

ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト
の削減  

•  部 品 保 管 、 在 庫 管 理 コ ス ト の 削 減  
•  部 品 購 入 コ ス ト の 削 減  
•  部 品 修 理 コ ス ト の 削 減  
•  装 備 品 等 本 体 整 備 コ ス ト の 削 減  
•  計 画 、 管 理 コ ス ト の 削 減  
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分類  期待効果 (例 ) 
パフォーマンス（品質）
の向上  

•  部 品 交 換 回 数 の 最 小 化  
•  部 品 待 ち 非 可 動 率 の 低 下  
•  修 理 待 ち 非 可 動 率 の 低 下  
•  部 品 、 装 備 品 等 本 体 の 寿 命 の 長 期
化  

•  部 品 か ら 装 備 品 等 全 体 に わ た る 品
質 管 理  

 

３  ＰＢＬの定義等  

（１）ＰＢＬの定義等  

海外のＰＢＬ事例、民間企業における物流業務等の先進手法

及び防衛省の補給、維持・整備に係る現状調査結果を踏まえ、

以下に、防衛省におけるＰＢＬの定義等について整理する。  

ア  ＰＢＬの定義  

防衛省におけるＰＢＬを、「装備品等の補給、維持・整備に

係る業務について、部品等の売買契約または製造請負契約、

若しくは修理等の役務請負契約の都度、必要な部品の個数や

役務の工数に応じた契約を結ぶのではなく、役務の提供等に

より得られる成果（可動率の維持・向上、修理時間の短縮、

安定在庫の確保等のパフォーマンスの達成）に主眼を置いて

包括的な業務範囲に対し長期的な契約を結ぶもの。」と定義す

る。  

具 体 的 に は 、 官 民 間 の 合 意 に よ り 業 務 評 価 指 標 （ K e y  

P e r f o r ma n c e  I n d i c a t o r：ＫＰＩ）や目標値を設定し、契約相手

方にその目標を達成するために用いる手法において裁量を与

えるものである。また、それらの目標を達成した場合には、

報奨金や契約延長等のインセンティブを与える。これにより、

契約相手方の自主的な改善・効率化活動を促し、民間企業で

実 績 の あ る Ｓ Ｃ Ｍ や 成 果 管 理 手 法 の 適 用 を 進 め 、 品 質 を 維

持・向上させつつ長期的なコスト低減を図ることを目指すも

のである。  
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イ  ＰＢＬ導入に向けた契約に係る見直し事項  

ＰＢＬではパフォーマンスを維持・向上させつつコスト削

減の実現を目指すため、契約面における見直しが必要となる。

すなわち、ＰＢＬ手法の導入に当たっては、随意契約や複数

年度契約の適用、予定価格の算定要領の見直しや包括的な業

務の委託方式の実現、パフォーマンスに対するインセンティ

ブ制度の実現、品質保証方法等における民間企業の裁量の拡

大といった見直しに加え、契約の公正性・透明性を確保する

ことも重要な課題である。  

特に、パフォーマンスの維持・向上とコスト削減を両立さ

せるためには、民間企業の創意工夫による業務実施方法の大

幅な変革が不可欠である。その際、予算の効果的、効率的な

運用を図るため、短期的には売上が減少するリスクを抱える

民間企業に業務変革を促すには、防衛省は規制の緩和やイン

センティブの付与といった積極的な働きかけに加え、官民双

方のパートナーシップにより Wi n - Wi n の関係を構築するとい

った共通認識を持つことが重要である。  

また、現在の予定価格の算定においては、市場価格方式ま

たは原価計算方式によることとされているが、ＰＢＬの導入

に当たって、これまでの運用方法では必ずしも十分でないこ

とから、新たな積算方法を案出するなどの検討が必要である。 

ウ  ＰＢＬ導入レベル  

ＰＢＬは役務提供等により得られる成果に主眼を置いて包

括的な業務範囲に対し長期的な契約を結ぶものであるが、米

英で定義されているＰＢＬ導入レベル及び我が国における維

持・整備業務の現状を踏まえ、図 1 にＰＢＬの対象とする範

囲や要求する成果の範囲、及び委託する業務に応じたＰＢＬ

導入レベルを定義する。なお、これは汎用モデルとして定義

するものであり、実際の装備品等へのＰＢＬ適用に当たって

は、個々の装備品等ごとにＰＢＬの適用範囲や民間企業に委
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託する業務内容のニーズを踏まえ、本モデルを参考に詳細な

調整を図り具体的な実施内容を決定することで、契約条件を

明らかにし官民で合意形成を図ることが重要である。  

 

図 1 ＰＢＬ導入レベル  

任務遂行に必要な
業務(**)

Level1
リードタイム保証

Level2
在庫保証

Level3
可用性保証

Level4
任務保証

KPI
例 供給リードタイム 任務遂行率可動率在庫充足率

民
間
企
業
に
委
託
す
る
主
な
業
務 修理用子部品調達、構成品（R品） (* * *)修理積算、構成品（NR品） (* * * *)供給、輸送

整備計画、整備部隊での整備

需要予測、構成品調達・修理計画、在庫管理

部
品

対
象 一部または全部の構成品 本体

整
備
業
務

補
給
業
務

任
務

本体または
主要構成品

使用部隊での整備(*)

 
( * )  

任 務 遂 行 に民 間 企 業 による使 用 部 隊 整 備 が必 要 な場 合  
( * * )  防 衛 省 が任 務 を行 う場 合 は任 務 遂 行 支 援 に必 要 な業 務  

( * * * )  R e p a i r a b l e （ 修 理 ） 品                          
( * * * * )  N o n - R e p a i r a b l e （ 非 修 理 ） 品  

 

１つの装備品等にＰＢＬを適用する場合、その全ての構成

品に対して必ずしも一括して適用する必要はなく、効率性等

を勘案した上でその対象範囲を決定することとなる。特にＰ

ＢＬ導入初期においては、ＰＢＬを適用できる構成品が一部

にとどまる場合もあり、そのような場合では、１つの装備品

等に従来型の契約とＰＢＬ契約が混在することとなる。  

また、ＰＢＬの適用は必ずしもレベル１から順次導入して

いく必要はなく、また、全てを将来的にレベル３、レベル４

に発展させる必要もない。装備品等の任務遂行内容、現在の

業務委託状況、導入する上での期待効果等を踏まえ、適切な

導入レベルや目標レベルの設定が必要である。
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ａ  レベル１：リードタイム保証  

「リードタイム保証」は一部の構成品、または、全部の

構成品を対象として、修理に要する期間（修理回転品また

は修復性品目）、または供給にかかる期間（非修復性品目）

を保証する契約とする。  

現在、多くの構成品は、年に数回実施される調達要求に

おいて、効率性等を重視しすぎるあまり、可能な限り、契

約毎に１つの納期が定められていることから、きめ細やか

な納期指定を行っていない場合がある（注：航空機の場合

であり、他の装備品等については必ずしも合致しない。）。

しかし、ＰＢＬ契約では、年間計画等に基づき修理要求ま

たは調達要求がなされた後、一定期間内に使用可能品が納

入されることが確約される。  

この「リードタイム保証」を行うために、官民は需要予

測・所要量、構成品調達・修理計画等の情報を共有し、民

間企業はそれらの情報に基づき将来予測を行い、自衛隊の

要求に先んじて民間企業側で準備する部品の手配等を行う。

さらに構成品の修理に当たっては、修理用子部品の一括管

理をはじめとして民間企業の判断で品質を確保しつつコス

トを低減させるような方式を選択し、修理指示のやり取り

に要した工数を削減するとともに、ライフサイクルコスト

を低減させる。これにより、従来と比較して短期間で安定

した供給リードタイムとすることができる。  

なお、供給リードタイムはその時々の緊急度に応じて設

定されるが、従来よりも短時間の供給リードタイムが保証

されることにより、部隊等で装備品等本体及び構成品の整

備に必要な部品を適宜・適切なタイミングで入手すること

が可能になり、結果として部品待ちのため、装備品等本体

が非可動となるリスクが低減することから、可動率の向上

が期待できる。  
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ｂ  レベル２：在庫保証  

「在庫保証」は、装備品等の一部または全部の構成品を

対象として、防衛省の倉庫に保管する一定の在庫数量を保

証する契約とする。  

現在、年間消費予測数量等を踏まえた部品の保有基準等

が定められ、防衛省において消費予測及び在庫量を踏まえ

て調達計画や修理計画が立案されるが、部品供給に時間を

要し、また、納品回数も少なく、在庫数を常時安定的に確

保することが難しい状況にある。しかし、ＰＢＬ契約では、

民間企業においてリアルタイムな消費実績等を踏まえた需

要予測及び所要量算出を行い、予測に基づく事前手配等を

行うことで、防衛省の倉庫において一定数量の使用可能品

を確保する（使用可能品の消費後、一定期間内に使用可能

品が納品される）ことが保証される。  

「在庫保証」を行うためには、「リードタイム保証」の内

容に加え、在庫管理に関わる業務（需要予測、所要量算出、

在庫基準制定、在庫状況監視等）を民間企業が実施し、適

宜、防衛省が承認する方法等に見直す。これにより、従来

と比較して部品の欠品リスクを低減させ、同時に在庫の最

小化（必要最低数量の保持）を図ることで、部品を保有す

るために必要なコスト及びリスクの最小化を図る。  

なお、従来よりも欠品リスクを低減させることにより、

部 隊 等 で 装 備 品 等 本 体 及 び 構 成 品 修 理 に 必 要 な 部 品 を 適

宜・適切のタイミングで入手する可能性が増えることにな

り、直接的に部品待ち非可動のリスクを低減させ、可動率

の向上が期待できる。  

ｃ  レベル３：可用性保証  

「可用性保証」は、装備品等のエンジンなどの主要構成

品、または、装備品等本体を対象として、部品交換・整備

が完了している使用可能な状態の割合を一定以上保証する
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契約である。  

現在は、構成品修理、部品供給、装備品等本体の整備な

ど、業務ごとに必要な部品供給や役務を仕様書に反映した

上で、各々契約して個別管理を行っており、装備品等によ

っては、全体を俯瞰して「可動率」という観点からの分析・

管理が、あまり行われていない場合もある。しかしＰＢＬ

では、委託先において装備品等本体、エンジンなどの主要

構成品とそれを構成する部品を包括的に「可用性」及び「品

質」という観点から管理を行い、総体として「使用可能な

状態」の割合を一定以上に保つことが確約される。  

「可用性保証」を行うためには、「リードタイム保証」と

「在庫保証」の内容に加え、装備品等の整備全体に関わる

計画段階から民間企業が積極的に関与し、現在、後方支援

として自衛隊の補給・整備部隊で行っている部品交換や本

体整備も民間企業が一括して実施する手法等に見直す。こ

れにより、従来と比較して日常点検から定期整備、予防整

備にわたる部品レベルから装備品等全体の状態管理、品質

確保を行い、最小限の作業、部品で最大限の効果を生み出

すことを目指す。  

なお、このためには、部品交換率の推移、故障原因の追

究、品質向上施策などについて官民共同で検討することが

不可欠である。装備品等本体を製造するプライム企業を代

表する技術的知見の深い企業と、各部品の製造・単体修理

企業の情報連携、防衛省側のニーズや制約の適切な情報伝

達を通じ、防衛省の責任において必要十分な整備、品質保

証を行える環境を実現することが重要である。ただし、現

在、自衛隊の整備部隊で行っている定期点検などの本体整

備の一部については、民間企業が実施している例もあるが、

「可用性保証」においては、不具合等が発生した場合の責

任の所在を明確にした上で、官民で合意する。  
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ｄ  レベル４：任務保証  

「任務保証」は、装備品等を用いて実施する任務の遂行

を保証する契約である。そのため、契約内容は補給・整備

に限定されず、より広範な業務が対象となり、多くのケー

スでは、前方での補給・整備なども対象となる。  

有事、大規模災害及び国外における活動等、防衛省が担

う任務の重要性に鑑み、このＰＢＬ契約の対象となる任務

の範囲は原則として非戦闘任務が考えられる。ただし、自

衛隊が戦闘任務を遂行する際に、その後方支援業務まで含

まれることも考えられるため、業務の範囲及び業務評価指

標等を十分に検討しなければならない。  

なお、本契約は業務内容がその他のレベルのＰＢＬ契約

と大きく異なり、また、民間企業の責任範囲も広いことを

踏まえ、補給・整備とその他の業務の連携のあり方、民間

企業の業務における防衛省の指示や承認方法などについて、

「防衛省の任務遂行責任」の原則を遵守した上で、従来の

枠組みにとらわれない新たな官民連携の方法について検討

する必要がある。  

エ  官民責任分担  

防衛省における補給・整備業務の委託状況を踏まえ、ＰＢ

Ｌ導入レベル毎の官民責任分担の一例を表 2 に示す。  

現在、補給・整備業務の遂行に当たっては、契約相手方に

構成品の修理及び非修復性品目の供給や、防衛省が保有しな

い技術レベルを必要とする装備品等の整備を委託しているが、

ＰＢＬ契約においては、導入レベルの進化に合わせ業務の範

囲を拡大させ、民間企業の裁量を高めることが必要となる。

ただし、補給・整備業務全体を改善するためには、契約相手

方に全ての業務を委ねて品質向上を図るのではなく、防衛省

側で実施すべき業務も合わせた総体的な能力向上が必要であ

り、それを実現する官民連携体制とすることが重要である。  
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この官民責任分担は汎用パターンとして定義するものであ

り、実際の適用に当たっては、個々の装備品等ごとに保証範

囲や業務内容に対するニーズを踏まえ、汎用パターンを参考

に官民において詳細な調整を図り具体的な責任分担を決定す

ることで、契約条件を明らかにし合意形成を図ることが重要

である。  

表 2 官民責任分担（一例）  

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

(*)契約対象の物品が構成品の場合は構成品に関してのみ実施 (**)任務遂行に民による使用部隊整備が必要な場合に実施

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

民民官／民官／民官／民改善活動

官官官官官運用計画

民民民民官輸送

民民(*)官官官整備部隊での整備（点検・修理）

官／民官／民官／民官／民―KPI管理

民民民民官品質保証（検収）

民民民民民構成品（R品）修理実施

官

官

官

民

官

官

民

官

官

官

官

官

官

官

現在

官

官

官

民

官

民

民

民

官

官

官

官

官

官

Level1：
リードタイム保証

官

官

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

官

官

Level2：
在庫保証

官

民(*)

民

民

官

民

民

民

民

民

民

民

民(*)

官

Level3：
可用性保証

民

民

民

民

民(**)

民

民

民

民

民

民

民

民

官

Level4：
任務保証

修理用子部品調達

任務遂行管理

装備品本体点検・修理状況管理

構成品調達・修理状況管理

d
管

理

会社での整備（点検・修理）

使用部隊での整備（点検）

構成品（NR品）供給

構成品（R品）修理積算

在庫管理

構成品調達・修理計画

在庫基準整備

需要予測

整備計画

装備品本体調達計画

c
整

備

b
物

品

管

理

a
計

画

(*)契約対象の物品が構成品の場合は構成品に関してのみ実施 (**)任務遂行に民による使用部隊整備が必要な場合に実施  

 

オ  ＰＢＬ導入による期待効果  

ａ  計画  

現在は防衛省で計画の立案を行っているが、ＰＢＬ導入

後は、その導入レベルに応じた部品の補給に関する情報な

どを共有し、精緻化された情報に基づき、実行性の高い計

画を立案することも期待される。これにより、表 3 に示す
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ような効果・メリットが生じる  

 

表 3 ＰＢＬ導入により生じる効果・メリット  

（計画業務の見直しによるもの）  
改善余地  効果・メリット（例）  

① 実 効 性 の 高 い 補
給 計 画 の 立 案 及 び
遵守  

•  リ ア ル タ イ ム な 消 費 予 測 ・ 調 達 状 況 、 精 緻 化 さ れ た 諸 元 に
基 づ き 需 要 予 測 等 が 行 わ れ 、 精 度 が 向 上 す る （ ※ ）  

•  予 算 内 の 修 理 ・ 調 達 に お い て 、 欠 品 リ ス ク な ど を 可 視 化 し
た 形 で の 計 画 が 立 案 で き る （ ※ ）  

•  供 給 リ ー ド タ イ ム の 短 縮 に よ り 、 直 近 の 需 要 予 測 ・ 所 要 量
算 出 が 行 わ れ る こ と に な る た め 、 精 度 が 向 上 す る  

② 部 品 在 庫 （ 品 目
及 び 数 量 ） の 最 小
化・適所配置  

•  適 宜 の タ イ ミ ン グ で 納 品 を 行 う 計 画 が 立 案 で き る た め 、 短
い 供 給 リ ー ド タ イ ム で 修 理 ・ 整 備 に 必 要 な タ イ ミ ン グ で 部

品 が 用 意 で き 、在 庫 基 準 を 低 い レ ベ ル と す る こ と が で き る 。 
③ 修 理 に 必 要 な 部
品 の タ イ ム リ ー な
入手  

•  供 給 リ ー ド タ イ ム の 短 縮 に よ り 、 直 近 の 需 要 予 測 ・ 所 要 量
算 出 が 行 わ れ る こ と に な る た め 、 予 測 精 度 が 向 上 し 、 必 要

な 部 品 の 入 手 可 能 性 が 高 ま る 。  
④ 修 理 方 法 の 効 率
化 、 部 品 寿 命 の 長
期化  

•  民 間 企 業 の 技 術 力 を 活 か し 、 装 備 品 等 の ラ イ フ サ イ ク ル コ
ス ト を 最 小 化 す る よ う な 修 理 ・ 整 備 が 実 施 さ れ る 計 画 が 立

案 さ れ る （ ※ ※ ）  。  
•  適 宜 の タ イ ミ ン グ で 納 品 を 行 う 計 画 が 立 案 で き る た め 、 修
理 ・ 整 備 に 必 要 な タ イ ミ ン グ で 部 品 が 用 意 さ れ 、 効 率 的 な

修 理 が 可 能 と な る 。  
（ ※ ） レ ベ ル ２ 以上、（ ※ ※ ） レ ベ ル ３ 以上で生じる効果、メリット  
 

ｂ  物品管理  

現在は、防衛省が在庫の確認、払い出しを行い、必要部

品等の調達を行っているが、ＰＢＬ導入後は民間企業が自

らの保有する在庫の管理、部品修理のスキル等を活かし、

適切なタイミングで適宜物品供給を行うことを目指す。こ

れにより、表 4 に示すような効果・メリットがある。  

 

表 4 ＰＢＬ導入により生じる効果・メリット  

（物品管理業務の見直しによるもの）  
改善余地  効果・メリット（例）  

① 実 効 性 の 高 い 補
給 計 画 の 立 案 及 び
遵守  

•  安 全 在 庫 数 が 確 保 さ れ 、 欠 品 リ ス ク が 減 少 す る （ ※ ）  。  
•  計 画 と 実 態 の 差 異 を リ ア ル タ イ ム で 分 析 し 、 閾 値 を 越 え た
場 合 に 対 応 す る た め 欠 品 リ ス ク が 減 少 す る （ ※ ）  。  

•  部 品 の 調 達 可 能 性 （ 供 給 リ ー ド タ イ ム 、 製 造 中 止 情 報 等 ）
が 管 理 さ れ 、 適 切 な 事 前 対 策 が と ら れ る た め 、 将 来 に わ た

っ て の 供 給 の 安 定 性 が 確 保 さ れ る 。  
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改善余地  効果・メリット（例）  
② 部 品 在 庫 （ 品 目
及 び 数 量 ） の 最 小
化・適所配置  

•  在 庫 基 準 に 基 づ く 調 達・物 品 管 理 が 行 わ れ 、各 地 の 消 費 量 ・
消 費 予 測 等 に 応 じ た 在 庫 調 整 が 行 わ れ る た め 、 欠 品 リ ス ク

が 減 少 し 在 庫 の 最 適 化 が 実 現 さ れ る 。  
•  利 用 箇 所 で 保 管 す る 在 庫 は 最 低 限 と し 、 残 り は 民 間 企 業 の
倉 庫 で 保 管 す る こ と で 、 最 小 在 庫 ・ 最 小 輸 送 費 、 配 送 手 配

待 ち 削 減 が 実 現 さ れ る 。  
③ 修 理 に 必 要 な 部
品 の タ イ ム リ ー な
入手  

•  全 て 社 給 品 と し て 手 配 さ れ る た め 、 直 近 の 修 理 に 応 じ た 必
要 最 低 数 が リ ー ド タ イ ム 等 を 踏 ま え て 準 備 さ れ 、 修 理 に 必

要 な 部 品 が 事 前 に 用 意 で き る 。  
•  官 給 品 の や り 取 り に 係 る 手 間 が 削 減 で き 、 大 幅 な 供 給 リ ー
ド タ イ ム の 削 減 が 可 能 と な り 、 修 理 用 子 部 品 の 調 達 容 易 性

が 高 ま る 。  
④ 修 理 方 法 の 効 率
化 、 部 品 寿 命 の 長
期化  

•  修 理 要 求 に か か る 契 約 手 続 き 、 修 理 指 示 の や り 取 り の 簡 素
化 に よ り 、修 理 に 係 る 工 数 の 削 減（ 効 率 化 ）が 可 能 と な る 。 

•  ラ イ フ サ イ ク ル コ ス ト を 考 慮 し 修 理 可 否 、 修 理 方 法 を 民 間
企 業 が 判 断 す る こ と で 、 効 率 的 に 妥 当 性 の 高 い 判 断 が な さ

れ る 。  
•  民 間 企 業 が 定 め た 検 査 基 準 等 に 基 づ く 検 査 完 了 証 の 確 認 に
よ り 検 査 す る こ と で 、 立 会 検 査 に か か っ て い た 工 数 等 が 削

減 で き る 。  

（ ※ ） レ ベ ル ２ 以上で生じる効果、メリット  

 

ｃ  整備  

現在は、主に防衛省が部隊等における整備を、民間企業

が I R A N（ I n s p e c t i o n  a n d  R e p a i r  a s  n e c e s s a r y：装備品等の全

般検査・整備などを行う定期修理）等の整備を行っている

が、ＰＢＬの導入後は官民で整備全般の情報を共有し、効

率的かつ高品質な整備を行い、可動率を維持することを目

指す。これにより、表 5 に示すような効果・メリットが生

じる。  

ただし、部隊等における整備の能力は、戦力発揮の一部

であることを考慮する必要がある。  

 

表 5 ＰＢＬ導入により生じる効果・メリット  

（整備業務の見直しによるもの）  
改善余地  効果・メリット（例）  

① 実 効 性 の 高 い 補
給 計 画 の 立 案 及 び
遵守  

•  修 理 の タ イ ミ ン グ に 即 し て 部 品 の 準 備 を 行 う 計 画 が 立 案 で
き る た め 、 部 品 待 ち 非 可 動 の 最 小 化 に 寄 与 す る 。  

② 部 品 在 庫 （ 品 目
及 び 数 量 ） の 最 小
化・適所配置  

•  修 理 の タ イ ミ ン グ に 即 し て 部 品 の 準 備 を 行 う こ と が で き る
た め 、 必 要 部 品 が 必 要 な 場 所 に 最 適 な タ イ ミ ン グ で 配 置 で

き る 。  
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改善余地  効果・メリット（例）  
③ 修 理 に 必 要 な 部
品 の タ イ ム リ ー な
入手  

•  修 理 の タ イ ミ ン グ に 即 し て 部 品 の 準 備 が 可 能 と な り 、 修 理
に 必 要 な 部 品 が タ イ ム リ ー に 入 手 で き る 。  

④ 修 理 方 法 の 効 率
化 、 部 品 寿 命 の 長
期化  

•  装 備 品 等 本 体 を 構 成 品 の 積 み 上 げ と し て 捉 え 、 ラ イ フ サ イ
ク ル コ ス ト の 最 小 化 を 図 る 整 備 ・ 修 理 が 可 能 と な る （ ※ ）  。 

（ ※ ） レ ベ ル 3 以上で生じる効果、メリット  

 

カ  導入時に検討・留意すべき事項  

長期・包括契約において官民が Wi n - Wi n の関係を築き、適

切な改善効果を生み出すためには、両者の利益が相反する箇

所において、責任分担や業務遂行方法などに関する適切なル

ールを定め合意することが重要となる。米英の事例等を踏ま

え、ＰＢＬ導入時に検討・留意すべき事項を表 6 に示す。  

 

表 6 ＰＢＬ導入時に検討・留意すべき事項  
レベル  

ＰＢＬ導入時に検討・留意すべき事項  
1 2 3 4 

計画      
・民間企業が防衛省の整備（前方整備）も含めた計画立
案を行う  

―  ―  ―  ○  

・防衛省の実施した需要予測を民間企業に適宜に提供す
る  

○  ―  ―  ―  

・要修理品のとり下ろし基準を明確化し合意する  ―  ○  ○  ○  
・民間企業が基地・駐屯地、企業での消費予測等を適時
に入手する  

―  ○  ○  ○  

・修理回転品に関し、現在の在庫量を考慮した基準とす
る  

―  ○  ○  ○  

・防衛省で戦闘能力を踏まえた安全在庫のあるべき姿を
定義し、合意する  

―  ○  ○  ○  

・防衛省の立案した計画を民間企業に適宜に提供する  ○  ―  ―  ―  
・需要予測・所要量と予算額のバランスに応じて、発生
する欠品等のリスクについて合意する  

―  ○  ○  ○  

・操作ミス等の偶発故障以外の要修理品に関する取り扱
い方法について合意する  

―  ○  ○  ○  

物品管理      
・当該契約履行に必要な初度の在庫量を確保する  ―  ○  ○  ○  
・ 防 衛 省 側 に 責 任 が あ る 場 合 の 対 応 策 、 イ ン セ ン テ ィ
ブ・ペナルティについて合意する。  

―  ○  ○  ○  

・修理箇所・修理方法について防衛省からの意見・要望
を取り込む方法について合意する  

○  ○  ○  ○  

・廃棄 (新品交換）時の廃棄方法について合意する  ○  ○  ○  ○  
・部品製造中止等、従来とは異なる修理を行う必要があ
る場合の修理方法の決定方法について合意する  

○  ○  ○  ○  
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レベル  
・民間企業は官給品として既に用意されている子部品の
払い下げを受け活用する  

○  ○  ○  ○  

・ W GC IP に対して合意する（防衛省の官給品調達にかか
る手間と WGC IP により追加になる費用の比較等による
分析など）（ WG CI P：二重に一般管理費、販売費、利子、
利益を支払うこと。）  

○  ○  ○  ○  

・民間企業の部品事前準備に必要となる先行投資額等を
踏まえ、社給品とする部品、官給品のままとする部品
の取り扱い方法について合意する  

○  ○  ○  ○  

・官民の品質保証上の責任範囲を明確にする  ○  ○  ○  ○  
・検査基準、検査方法についての妥当性を検証し、新し
いやり方について合意する  

○  ○  ○  ○  

・制度・制約における「立会い検査」の必要性との整合
性を確保する  

○  ○  ○  ○  

整備      
・ 防 衛 省 側 に 責 任 が あ る 場 合 の 対 応 策 、 イ ン セ ン テ ィ
ブ・ペナルティについて合意する  

○  ○  ○  ○  

・防衛省側に一定の整備スキルを維持させる方法とする  ―  ―  ○  ○  
管理      
・データ・情報共有方法、環境整備方法の官民責任分担
に関して合意する  

―  ○  ○  ○  

・防衛戦略に抵触する情報等、機密性の高い情報の取り
扱い方法について合意する  

―  ―  ○  ○  

・任務支援の目標、あるべき姿について合意する  ―  ―  ―  ○  
・改善活動で取り組む範囲、機能改善・能力向上で取り
組む範囲を明確化し合意する  

―  ―  ○  ○  

・改善活動に必要な情報を特定し、整備での確実な記録
について合意する  

―  ―  ○  ○  

・原価 (コスト）情報の共有方法について合意する  ○  ○  ○  ○  
・状況の大幅な変動の場合、不可抗力事態の対応方法に
ついて合意する  

○  ○  ○  ○  

 

 （２）ＰＢＬの検討プロセス等  

ア  検討・実施プロセス  

防衛省における補給・維持整備業務のＰＢＬの導入検討の

プロセスを図 2 に示す。  

可動率の維持向上や維持整備に係る経費の抑制など、改善

効果が期待できる装備品等を対象にした防衛省と民間企業が

参加する統合プロジェクトチーム（ＩＰＴ： I n t e g r a t e d  P r o j e c t  

T e a m）を編成し、ＰＢＬ導入の効果及び実行性を検証した上

で、実施に必要な予算を確保し契約を締結する。契約履行中

は継続的に成果を確認し、適宜業務評価指標及び目標値等の
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見直しを含む検証を行うとともに、契約履行完了後の次フェ

ーズでの更なるコスト削減、パフォーマンスの向上を図る。  

検討期間については、ＰＢＬの導入レベルや適用する範囲

により異なるものの、海外での実績から「 1 0 予算・資金確

保」に至るプロセスに２箇年は必要である。  

 

図 2 ＰＢＬ検討のプロセス  

12.
成果確認、
継続的改善

1.
補給・整備業務
の改善の方向
性検討

2.
プライム企業の

選定

3.
統合プロジェク
トチームの編成

11.
PBL契約
締結

4.
現状把握

10.
予算・資金
確保

5.
保証範囲、
成果指標の
設定

9.
BCA分析

8.
成果目標の
設定

7.
部品修理・供給
方式検討

6.
官民の役割
分担定義

 
Ｐ Ｂ Ｌ 導 入 の 可 否 を 判 断 す る ポ イ ン ト  

 

ＰＢＬ検討プロセスにおける検討概要を表 7 に示す。  

「 1  補 給 ・ 整 備 業 務 の 改 善 の 方 向 性 検 討 」、「 9  B C A

（ B u s i n e s s  C a s e  A n a l y s i s：目標を達成するために必要なコス

ト等について分析を行うこと）」及び「 11 ＰＢＬ契約締結」

の各段階においてＰＢＬ適用の可否を適切に判断することに

より、機械的に現在の維持整備経費が大きい装備品等にＰＢ

Ｌを適用するのではなく、ＰＢＬの適用によりコスト削減及

びパフォーマンスの向上等が期待できる装備品等を選定し、

持続的な成長を実現するため、官民が連携した補給・整備業

務の民間委託を図る。  

なお、ＰＢＬ検討プロセスにおけるＢＣＡは、「 9 . B C A」

のみで実施するだけでなく、必要に応じて各プロセスでも実

9 .  
BCA 

6.
官民の責任
分担定義

5.

保証範囲、

業務評価指標

の設定

8.

業務評価指標

の目標値の設定
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施する。  

 

表 7 ＰＢＬ検討プロセス概要  
 プロセス  概要  
1 補 給 ・ 整 備 業 務 の 改 善

の方向性検討  
★ Ｐ Ｂ Ｌ 導 入 可 否 判 断
その１  

任務遂行方針、装備品等運用方針などから装
備品等に求めるパフォーマンス（任務遂行に
必要となる要求事項）を整理する。コスト・
品質両面からの問題点・課題を分析し、どの
ような改善を図るかの方針を検討する。  

2 プライム企業の選定  業務委託の範囲を踏まえ、ＰＢＬ契約締結相
手であるプライム企業を選定する。競争性の
高い案件において、複数の企業との契約が可
能な場合は、複数の企業からの提案の比較を
行い、長期契約によりライフサイクルコスト
の低減が可能な企業を選定する。  

3 統 合 プ ロ ジ ェ ク ト チ ー
ムの編成  

関係者を招集し、統合プロジェクトチームを
編成する。必要に応じて民間の専門家やコン
サルタント等の参画を要請する。  

4 現状把握  装備品等の現状のコスト、パフォーマンス、
問題点・課題を分析する。可能な限り定量分
析を行うとともに、官民双方からの多面的な
分析を行う。主要課題に対しては要因分析を
行い、障害となっている箇所の特定、解決方
針について整理を行う。  

5 保 証 範 囲 、 業 務 評 価 指
標の設定  

ライフサイクルコスト、品質保証という観点
から、ＰＢＬにおいて目指すべき業務評価指
標及び目標値（仮案）を定義する。業務評価
指 標 に 基 づ く 評 価 の 妥 当 性 を 高 め る た め に
も、業務評価指標と各要素の因果関係を可視
化する。その上で当該目標の実現に必要とな
る官民連携体制について検討し、民間企業に
よる保証範囲を整理する。  

6 官民の責任分担定義  官民連携体制に基づき、各業務における具体
的な官民責任分担（責任範囲）を定義する。
防 衛 省 の 本 来 業 務 を 効 率 的 か つ 高 パ フ ォ ー
マンスに遂行できるように、民間企業が保持
す る ス キ ル を ど の よ う に 活 か し て 効 果 的 な
業務を行うのか、どのような情報をどのよう
な タ イ ミ ン グ で 共 有 す べ き か と い う 観 点 か
らの検討を行う。  
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 プロセス  概要  
7 部 品 修 理 ・ 供 給 方 式 の

検討  
防衛省が現時点で保持する部品修理・供給方
式を踏まえ、民間企業のスキル（ ｻﾌﾟﾗｲﾁ ｪｰ ﾝﾏ
ﾈ ｰ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ手 法 等 ： 材 料 、 部 品 等 の 調 達 段 階 か
ら 顧 客 に 至 る す べ て の プ ロ セ ス を 一 貫 し て
管理する手法）を活かした部品修理・供給方
式（業務要件、技術要件）を検討する。基地、
補給処の場所の制約、法制度上の制約を踏ま
え 、 防 衛 力 を 整 備 す る こ と が 可 能 と な る 補
給・整備方式（ ｻﾌﾟﾗｲﾁ ｪｰ ﾝﾏ ﾈｰ ｼﾞﾒ ﾝﾄ戦 略： ｻﾌﾟ
ﾗｲﾁ ｪｰ ﾝﾏ ﾈｰ ｼﾞﾒ ﾝﾄの 計 画 立 案）を定義し、それ
に必要となる具体的な情報共有方法、プロセ
スを整理する。  

8 業 務 評 価 指 標 の 目 標 値
の設定  

5～ 7 の検討を踏まえ、任務遂行方針、装備品
等運用方針に則り、業務評価指標の目標値を
決定する。官民は目標値の達成を目指して業
務の効率化、高品質化を図るため、問題点・
課 題 な ど の 解 消 を 図 っ た 目 標 値 と す る こ と
が望ましい。  

9 ＢＣＡ  
★ Ｐ Ｂ Ｌ 導 入 可 否 判 断
その２  

目標の達成に必要なコスト、業務遂行方針、
制約条件、契約上の留意点、生産性、信頼性
などについて定量的、定性的な分析を行い、
最適価値判断を行う。短期的な効果にとどま
らず、ライフサイクル全般の効果を対象とす
ることが重要であり、評価に当たっては、分
析に用いた情報の精度を十分高め、妥当性の
高い判断を行うことが重要である。  

10 予算・資金確保  コスト分析結果を踏まえ、目標の達成を促す
インセンティブ等の条件を見極め、契約方法
を決定する。長期契約に必要となる予算を確
保する。民間企業は業務遂行に必要な資金を
確保する。  

11 ＰＢＬ契約締結  
★ Ｐ Ｂ Ｌ 導 入 可 否 判 断
その 3 

業 務 評 価 指 標 及 び 目 標 値 を は じ め と す る 具
体的な契約条件を整理し、官民が合意した条
件でＰＢＬ契約を締結する。契約条件に基づ
き、従来の補給・整備業務遂行体制から、Ｐ
ＢＬ契約に基づく業務遂行体制に移行し、民
間企業のスキル（ ｻﾌﾟﾗｲﾁ ｪｰ ﾝﾏ ﾈｰｼ ﾞﾒ ﾝﾄ手 法 等 ）
を活かした部品修理・供給方式（業務要件、
技術要件）を実現する  

12 成果確認、継続的改善  成果監査計画に基づき、成果を確認し、適宜
問題点・課題の改善を行い、ＰＢＬ契約の最
適化を図る。ここで確認した成果、業務遂行
情 報 は 次 の 契 約 の 基 本 情 報 と し て 利 用 す る
ことで、装備品等のライフサイクルコスト低
減を目指す。また、技術改善、品質向上など
の検討も行い、継続的な改善を行う  

 

イ  検討・実施体制  

アに示したとおり、ＰＢＬの検討・実施は統合プロジェク
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トチームが中心となり実施される。  

統合プロジェクトチームはプロジェクト・マネージャー（Ｐ

Ｍ）が中心となり対象装備品等のＰＢＬ戦略を策定し、プロ

ジェクト全般管理を担当する組織であり、一般的には構想段

階から、具体的な業務遂行計画、遂行時の民間企業側の監督

更に防衛省の教育・訓練、能力向上などについてもその方針

及び実現方策を定め、管理・監督を行う責任を有する組織と

なる。これらの統括管理を行うために、統合プロジェクトチ

ームは官民の実務者で構成し、装備品等の部品から本体にわ

たる様々な情報に基づき、官民が Wi n - Wi n となる業務のあり

方を目指すことが重要となる。  

上記の事項を考慮して、防衛省における統合プロジェクト

チームへの参画が期待される要員とその役割の一例を表 8 に

示す。  

 

表 8 統合プロジェクトチームの構成要員  
要 員  役 割  必 須 度  

防 衛 省 側 要 員    
内 部 部 局  防 衛 省 と し て の 方 向 性 の 指 示 、 他 の 装 備 品 等 と の

整 合 性 確 保 及 び 必 要 な 予 算 の 確 保  
◎  

幕 僚 監 部 装 備 部 （ 監

理 ・ 会 計 ・ 防 衛 ）  
任 務 遂 行 の 観 点 か ら の あ る べ き 姿 の 提 示 、 進 む べ

き 方 向 性 の 明 確 化 及 び 必 要 な 予 算 の 確 保  
◎  

装 備 施 設 本 部  装 備 品 等 の 中 央 調 達 実 施 に 関 す る 全 体 方 針 、 ラ イ

フ サ イ ク ル コ ス ト 低 減 に 向 け た 管 理 、 契 約 関 連 の

調 整 及 び 原 価 の 確 認  

◎  

補 給 統 制 本 部 ・  
補 給 本 部  

装 備 品 等 の 地 方 調 達 実 施 に 関 す る 全 体 方 針 、 物 品

の 補 給 ・ 整 備 の あ る べ き 姿 の 提 示 、 進 む べ き 方 向

性 の 明 確 化 、 契 約 関 連 の 調 整 及 び 原 価 の 確 認  

◎  

技 術 研 究 本 部  装 備 品 等 の 技 術 的 見 地 か ら の あ る べ き 姿 の 提 示 及

び 進 む べ き 方 向 性 の 明 確 化  
○  

補 給 ・ 整 備 部 隊  物 品 の 補 給 ・ 整 備 の 実 務 上 の 課 題 ・ 問 題 点 の 提 示

及 び 見 直 し 案 の 検 討  
◎  

民 側 要 員  
（ 業 務 遂 行 者 ）  

  

プ ラ イ ム 企 業  装 備 品 等 全 体 の 品 質 管 理 及 び 業 務 遂 行 統 合 管 理  ◎  
単 体 修 理 企 業  
（ 部 品 供 給 企 業 ）  

各 部 品 の 品 質 管 理 、 修 理 及 び 供 給 に お け る 最 適 化

方 策 検 討  
◎  

商 社  海 外 企 業 と の 輸 入 に 関 す る 調 整 及 び 情 報 管 理 に お

け る 最 適 化 方 策 検 討  
◎  
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要 員  役 割  必 須 度  
物 流 企 業  物 品 の 輸 送 、 保 管 及 び 管 理 に 関 す る 最 適 化 方 策 に

お け る 最 適 化 方 策 検 討  
○  

民 側 要 員  
（ ア ド バ イ ザ ー ）  

  

法 律 専 門 家  法 制 度 の 制 約 の 整 理 、 対 応 策 の 提 言 、 契 約 書 作 成

支 援  
○  

会 計 専 門 家  会 計 制 度 の 制 約 の 整 理 、 対 応 策 の 提 言 、 Ｂ Ｃ Ａ 支

援  
○  

I T 専 門 家  ｻ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ﾁ ｪ ｰ ﾝ ﾏ ﾈ ｰ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄを は じ め と す る 官 民 の 情 報 連

携 方 法 の 整 理 、 対 応 策 の 提 示  
○  

業 務 コ ン サ ル タ ン ト  プ ロ ジ ェ ク ト 管 理 、 物 流 見 直 し の 最 適 化 、 業 務 改

善 な ど に 関 す る 具 体 策 の 提 示 、 Ｂ Ｃ Ａ 支 援  
◎  

技 術 専 門 家  装 備 品 等 の 品 質 向 上 、 寿 命 長 期 化 に 向 け た 提 示  ○  

※ 必 須 度 の ◎ は 構 成 要 員 と し て 参 加 が 必 須 、 ○ は 必 要 に 応 じ て 参 加  

 

なお、統合プロジェクトチームはＰＢＬに係る契約ごと、

または、装備品等ごとで編成することになるため、他のＰＢ

Ｌに係る契約との連携、戦略上の整合性確保などの調整を行

うことが難しい。したがって、例えば当面の間は、「装備品等

の維持・整備業務の在り方に関する検討」統合プロジェクト

チームが、複数のＰＢＬに係る契約の情報連携やＰＢＬに係

る契約と中長期的な導入戦略との整合性確保のための方針提

示の役割を担い、装備品等のライフサイクルコスト管理やコ

スト面に係る説明責任を一層強化し、防衛所要や費用対効果

の観点からの統一的な判断を行う。将来的には、ＰＢＬを横

断的に管理する「装備品等の維持・整備業務の在り方に関す

る検討」ＩＰＴに変わる体制を構築することについて検討す

る。  

また、留意すべき事項としては、ＰＢＬの実施に当たり、

統合プロジェクトチームにおける官民双方による綿密な調整

が契約締結前から開始されるため、契約相手方となる民間企

業を選定する場合における透明性・公正性の確保を如何に行

うべきかという問題がある。１つの解決策としては、ＰＦＩ

事業などに政府部内において適用が検討されている「競争的

交渉方式」の採用が考えられる。「競争的交渉方式」とは、Ｐ
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ＦＩ事業やＰＢＬなど官民双方による綿密な調整が必要な契

約に先立ち、防衛省が民間企業との対話や交渉を通じて民間

企業のノウハウや創意工夫を引き出し、業務評価指標などを

決定していく手法である。政府内では、現在、内閣府公共サ

ービス改革推進室等において検討が進められており、今後、

関係機関との連携を図り、導入に向けた検討を行う。  

ウ  業務評価指標の設定方法  

ＰＢＬの導入により補給・整備業務の改善を図るためには、

官民合意の上、業務評価指標及び目標値を設定し、それを実

現するための方策及び体制を構築することが必要である。  

現在、防衛省においては、防衛力を整備するために必要な

装備品等を調達し、その可動率等を維持・確保するための整

備方法などについては自らが規定している。したがって、可

動率等の「任務を遂行できる状態」という運用ニーズに基づ

き業務評価指標及び目標値を定めることで、期待する装備品

等の能力を維持・向上させることが可能となる。  

なお、「任務を遂行できる状態」に関し、定量的な整理や関

係者間での認識が一致していない装備品等に関しては、「現状

の運用状態」に基づき、改善の必要性や防衛戦略上の重要度、

追加コストの可否などを踏まえ、「任務を遂行できる状態」の

定義を行うことが望ましい。  

また、業務評価指標及び目標値は契約条件の一部であり、

業務遂行時の実態把握、要改善事項の洗い出し、インセンテ

ィブ支払いの根拠などに利用されるものである。したがって、

表 9 に示す点に留意して設定することにより、利便性が高く

有効な業務評価指標とすることができる。  
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表 9 業務評価指標設定における留意点  
観 点  留 意 点  

関 連 性  戦 略 の 実 践 及 び 目 標 達 成 に 直 接 的 に 関 連 す る 指 標 と す る こ と  
測 定 可 能 性  定 量 的 に 測 定 で き る 指 標 と す る こ と 、ま た は 、定 性 的 な 測 定 と

す る 場 合 は 、 測 定 方 法 が 明 瞭 で あ る こ と  
影 響 度  成 果 の 重 要 性 、影 響 を 踏 ま え 、そ れ ぞ れ の ス テ ー ク ホ ル ダ ー が

納 得 す る 重 み 付 け を 行 う こ と  
継 続 性  継 続 的 に 測 定 で き 、測 定 に よ り 更 な る 見 直 し 、改 善 を 行 う 基 礎

情 報 が 収 集 で き る 指 標 で あ る こ と  
柔 軟 性  優 先 度 や 着 目 す べ き 事 象 に 変 更 が 生 じ た と き に も 柔 軟 に 対 応

で き る 指 標 と す る こ と  

 

各レベルごとの業務評価指標例を表 1 0 に示す。各レベルに

おける保証内容を踏まえ、成果を直接的に測定する指標に加

え、成果に大きく貢献する事象に対する指標も合わせて測定

対象とすることで、成果未達成の際の原因究明及び改善策立

案の基礎情報を得ることも可能となる。  

 

表 1 0 業務評価指標例  
レ ベ ル  業 務 評 価 指 標 ・ 目 標 例  

レ ベ ル １ ： リ ー ド タ イ

ム 保 証  
（ 修 理 回 転 品 目 、修 復 性 品 目 ）不 具 合 品 送 付 後 、使

用 可 能 品 を ○ 日 以 内 に 供 給  
（ 非 修 復 性 品 目・消 耗 品 ）部 品 要 求 受 理 後 ○ 日 以 内

に 供 給  
＊ ＊ か ら ＊ ＊ へ の 輸 送 に か か る 時 間 ○ 日 以 内  
納 期 遅 延 日 数 ○ 日 以 内  

レ ベ ル ２ ： 在 庫 保 証  防 衛 省 の 倉 庫 に 保 管 す る 使 用 可 能 品 が ○ 個 以 上  
防 衛 省 の 倉 庫 に 保 管 す る 使 用 可 能 品 が ○ 個 を 下

回 っ た 日 か ら ×日 以 内 に 補 充  
レ ベ ル ３ ： 可 用 性 保 証  装 備 品 等 の 可 動 率 ○ ％ 以 上  

部 品 の 故 障 率 、 欠 陥 率 ○ ％ 以 下  
平 均 故 障 間 隔 ○ 時 間 以 内  
納 品 済 み 部 品 の 割 合 ○ ％ 以 上  
（ 納 品 済 み 部 品 -発 注 残 数 ） ÷納 品 済 み 部 品  
部 隊 整 備 に お け る 修 理 用 キ ッ ト 充 填 率 ○ ％ 以 上  
欠 陥 未 報 告 件 数 ○ 件 以 下  
計 画 外 修 理 件 数 ○ 件 以 下  
目 標 飛 行 時 間 に 対 す る 実 際 の 飛 行 時 間 の 割 合 ○ ％

以 上  
共 喰 い 作 業 に 費 や し た 時 間 ○ 時 間 以 下  

レ ベ ル ４ ： 任 務 保 証  任 務 遂 行 率 ○ ％ 以 上  

 

エ  業務基盤整備方法  

ＰＢＬによる期待効果を高めるためには、補給・整備に関
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するデータを蓄積し、それらを官民が連携して統合的に管理

することが不可欠であり、さらに、その増大するデータ処理

を円滑かつ効率的に実施するためのシステム基盤の整備につ

いて検討する必要がある。特に、サプライチェーンマネージ

メント手法など、ＰＢＬにおいては民間企業のスキルに依存

する部分も大きいことから、その必要性は増加するものと考

える。  

したがって、業務基盤の整備の必要性に対して、データの

蓄積・活用の強化をどのように図るべきか、また、情報シス

テム基盤としてどのようなものを整備すべきかについて整理

する。  

ａ  補給・整備に関するデータの蓄積・活用の強化   

Ｐ Ｂ Ｌ に よ り 官 民 が 連 携 し て 効 率 的 に 業 務 を 行 う た め

には、情報の共有が重要となる。そのために必要となるデ

ータ（例）を表 11 に示す。  

 

表 11 情報の共有化データ（例）  
業 務 分 類  デ ー タ （ 例 ）  リ ー ド

タ イ ム

保 証  

供 給  

保 証  

可 用 性

保 証  

計 画  •  部 品 交 換 率  
•  平 均 故 障 間 隔  
•  平 均 供 給 時 間  
•  平 均 修 理 時 間  
•  需 要 予 測  
•  所 要 量  
•  生 産 中 止 情 報  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
○  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
○  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
○  

物 品 管 理  •  請 求 数  
•  部 品 消 費 量 （ 実 績 ）  
•  在 庫 量  
•  在 庫 現 況 ・ 調 達 予 定  
•  故 障 履 歴  
•  部 材 調 達 容 易 性 （ 調 達 に か か
る 時 間 の ブ レ の 大 き さ 、 調 達

時 の 交 渉 、 調 整 等 に 係 る 工 数

な ど ）  
•  修 理 後 の 部 品 の 欠 陥 保 有 率  
•  在 庫 充 足 状 況  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
 
 
 
○  
○  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
 
 
 
○  
○  

○  
○  
○  
○  
○  
○  
 
 
 
○  
○  
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業 務 分 類  デ ー タ （ 例 ）  リ ー ド

タ イ ム

保 証  

供 給  

保 証  

可 用 性

保 証  

整 備  •  部 品 待 ち 非 可 動 率  
•  修 理 待 ち 非 可 動 率  
•  運 行 時 間 （ 飛 行 時 間 ）  
•  予 定 運 行 時 間 （ 飛 行 時 間 ）  
•  共 喰 い 状 況  
•  使 用 不 能 部 品 の 割 合  

○  
―  
―  
―  
○  
○  

○  
―  
―  
―  
○  
○  

○  
○  
○  
○  
○  
○  

管 理  •  計 画 遵 守 率  
•  計 画 外 事 項 発 生 率  
•  計 画 と 実 績 の 乖 離 状 況  
•  機 能 改 善 提 案 状 況  

○  
○  
○  
―  

○  
○  
○  
―  

○  
○  
○  
○  

 

これら全ての情報を適切なタイミングで官民において共

有し、業務遂行のために有効活用することが重要となる。  

ｂ  情報システム基盤の整備   

官民が連携して補給・整備に関する情報を共有し、業務

を効率的に遂行するためには、必要な情報を統合的に管理

するシステムの構築が不可欠であり、ＰＢＬの導入の対象

となる装備品等の導入のレベルに応じた情報システム基盤

の整備については、整備に要する官民の費用負担及びセキ

ュリティの確保について考慮した上で検討しなければなら

ない。  

オ  官民で合意すべき事項  

ＰＢＬは長期・包括契約であり、運用ニーズと目標の設定

に無理がある場合や、官民の責任分担と業務の実施方法に不

整合がある場合、また、民間企業への依存度が高まりすぎ、

防衛省の関与が形骸化してしまう場合などでは、以下のよう

なデメリットが生じることが考えられる。  

•  目標を達成しても品質向上及びコスト低減が実現されな

い。  

•  防衛戦略の見直しに反映することができず、従前どおり

硬直した方法で業務が遂行され、結果として適切な防衛

力の維持ができない。  
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•  民間企業に過度な業務負担が生じ、契約期間内において

企業の利益が発生しないため、委託業務から撤退しＰＢ

Ｌ契約を継続できない。  

•  高いパフォーマンスを追求するあまり、達成のために必

要なコストが増大し、予算を超過する。  

•  プライム企業のスキルに大きく依存し、業務遂行の詳細

な内容を防衛省が把握できず、コストの抑制ができない。 

•  委託した業務に関して防衛省自らの遂行能力（スキル）

が低下し、有事等の任務遂行に支障が生じる。  

 

上記のようなデメリットを回避し、長期・包括契約におい

て官民が Wi n - Wi n の関係を築くためには、責任分担や業務遂

行方法などに関する適切なルールを定め合意することが重要

となる。ＰＢＬ導入のレベル毎に官民で合意し契約条件とし

て整理すべき事項（主要項目）を表 1 2 に示す。  

なお、ＰＢＬに係る契約においては、対象とする装備品等

の用途、民間企業側への委託業務内容や実施環境等が個別案

件毎に異なるため、有事等における契約内容については、民

間企業に求める業務内容を個々の案件毎に民間企業側と具体

的に検討しておくことが必要である。  

検討を官民で行うに当たっては、有事、大規模災害派遣及

び国外における活動など、業務の実施環境としてどのような

状況を想定するのかについては、防衛省が民間企業に対して

具体的な想定提示を行うとともに、そのような場合の諸条件

を定める必要がある。そのような場合においては、運用に必

要十分な部品の在庫水準を維持するよう求めること、また、

民間企業に装備品等の整備を行わせる場合においては、業務

に従事する民間企業の従業員の身分を保証できるような枠組

みを検討するなど、十分な配意が必要となる。  
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表 1 2 合意すべき事項（主要項目）  
レ ベ ル  

官 民 で 合 意 す べ き 事 項 （ 主 要 項 目 ）  
1  2  3  4  

目 標 値 ・ 目 指 す べ き 方 向 性 に 関 す る 合 意 事 項      
継 戦 能 力 等 を 踏 ま え た 在 庫 基 準 の あ る べ き 姿  ―  ○  ○  ○  
任 務 支 援 の 目 標 と あ る べ き 姿  ―  ―  ―  ○  

継 続 的 な 改 善 に 向 け た 合 意 事 項      
原 価 (コ ス ト )情 報 の 共 有 方 法  ○  ○  ○  ○  
修 理 箇 所 ・ 修 理 方 法 に つ い て 防 衛 省 か ら の 意 見 ・ 要 望 を 取 り

込 む 方 法  
○  ○  ○  ○  

改 善 活 動 に 必 要 な 情 報 に 関 す る 整 備 で の 確 実 な 記 録  ―  ―  ○  ○  
官 民 の 責 任 分 解 点 に 関 す る 合 意 事 項      
デ ー タ ・ 情 報 共 有 方 法 、 環 境 整 備 方 法 の 官 民 責 任 分 担  ○  ○  ○  ○  
要 修 理 品 の と り 下 ろ し 基 準  ―  ○  ○  ○  
需 要 予 測 ・ 所 要 量 と 予 算 額 の バ ラ ン ス に 応 じ て 発 生 す る 欠 品

等 の リ ス ク  
―  ○  ○  ○  

改 善 活 動 で 取 り 組 む 範 囲 、 機 能 改 善 ・ 能 力 向 上 で 取 り 組 む 範

囲  
―  ―  ○  ○  

民 間 企 業 の 裁 量 拡 大 に 伴 う 合 意 事 項      
廃 棄 (新 品 交 換 )時 の 廃 棄 方 法  ○  ○  ○  ○  
社 給 品 対 象 と す る 部 品 、 官 給 品 の ま ま と す る 部 品 の 範 囲 、 取

り 扱 い 方 法  
○  ○  ○  ○  

検 査 基 準 、 検 査 方 法 新 し い や り 方 に つ い て  ○  ○  ○  ○  
民 間 企 業 の 保 管 倉 庫 で の 管 理 方 法  ―  ○  ○  ○  
機 密 性 の 高 い 情 報 の 取 り 扱 い 方 法  ―  ―  ○  ○  

例 外 対 応 事 項 に 関 す る 合 意 事 項      
防 衛 省 側 に 責 任 が あ る 場 合 の 対 応 策 、 イ ン セ ン テ ィ ブ 及 び ペ

ナ ル テ ィ  
○  ○  ○  ○  

部 品 製 造 中 止 等 、 従 来 と は 異 な る 修 理 を 行 う 必 要 が あ る 場 合

の 修 理 方 法 決 定 要 領  
○  ○  ○  ○  

状 況 の 大 幅 な 変 動 の 場 合 、 不 可 抗 力 事 態 の 対 応 方 法  ○  ○  ○  ○  
操 作 ミ ス 等 の 偶 発 故 障 以 外 の 要 修 理 品 に 関 す る 取 扱 方 法  ―  ○  ○  ○  

 

４  ＰＢＬ実施における課題  

限られた資源でより実効性の高い防衛力の整備を行うためには、

従来から実施してきた維持・整備業務の効率化及び合理化を進め、

後方に係る経費の抑制を図ることが重要であるとの認識のもと、

ＰＢＬを導入するに当たっては、その効果を最大限に発揮させる

ため、現行制度の見直しや契約の方法に係る検討等について防衛

省として取り組む必要がある。  

制度上の制約について、以下のとおり整理する。  
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（１）予定価格算定方法の見直し  

ア  原価計算方式による予定価格算定方法の見直し  

防衛省においては、個別の仕様に基づき製造される装備品

等、及び研究開発のための試作品の調達、並びに装備品等及

び構成品の修理、改修、点検等の役務を調達する場合、原価

計算方式を用いて費用や利益を積算して予定価格を算定する

ことが一般的である。当該方式では、装備施設本部が保有す

る、または相手先企業から提示される過去の原価実績に基づ

く数値を使用するのが一般的である。  

ＰＢＬは将来に向けた維持・整備経費の低減を狙うもので

あり、そのため、過去の原価実績に基づく予定価格の算定手

法は民間企業のインセンティブを引き出し、コスト低減を図

る観点からは適切でないことから、妥当なコスト低減幅を適

切な方法で決定し、予定価格を算定する必要がある。すなわ

ち、調達の適切性を担保するためには、原価低減の予測方法

及び予測額を踏まえた予定価格算定の妥当性の確保が必要不

可欠であり、「ＰＢＬ契約における原価計算方式を用いた予定

価格の決定方法」について実務の標準となるルールを設定す

ることが必要である。  

ＰＢＬ導入当初においては、妥当なコストや利益水準を把

握するために従来の原価計算方式に基づき予定価格を算定し

た上で契約を行う。  

さらに、妥当なコストが評価できた段階以降は、コストに

対する定量的な評価に基づくインセンティブや定性的な評価

に基づくアワードの保証を行った上で、目標達成に対する企

業努力を促すため、成果達成時にはインセンティブの追加支

払いが行われるコスト償還型インセンティブ／アワード契約

による方法を採用する。  

工数や利益の見積りの精緻化が可能となった段階以降は、

金額を固定化することで、経費削減に対する企業努力を促す
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固定金額型インセンティブ／アワード契約を締結する。  

最終的には、防衛省は品質の保証を得た上で、民間企業が

自主的に原価削減を実現した場合は、その全てが利益となる

確定固定金額契約の方法を目指す。（表 1 3 及び図 3～図 7 を

参照）  

 

表 1 3 契約方法  
契 約 方 式  支 払 い 内 容  備 考  

コ ス ト 償 還 型 固

定 利 益 契 約  
C P F F  

コ ス ト ＋ 妥 当 な 利 益  業 務 評 価 指 標 及 び 目 標 値 に 対 し て 妥 当

な コ ス ト や 利 益 水 準 が 不 明 な 場 合 に デ

ー タ 収 集 目 的 で 実 施 す る  

コ ス ト 償 還 型 イ

ン セ ン テ ィ ブ ／

ア ワ ー ド 契 約  
C P I F／ C P A F  

コ ス ト ＋ 妥 当 な 利 益  
＋ コ ス ト 削 減 や パ フ

ォ ー マ ン ス 向 上 に 対

す る 報 酬  

業 務 評 価 指 標 及 び 目 標 値 に 対 す る 妥 当

な コ ス ト が 評 価 で き た 段 階 で 、コ ス ト に

対 す る 保 証 を 行 っ た 上 で 、目 標 達 成 に 対

す る 企 業 努 力 を 促 す  

固 定 金 額 型 イ ン

セ ン テ ィ ブ ／  
ア ワ ー ド 契 約  
F P I F／ F P A F  

一 定 金 額  
＋ コ ス ト 削 減 や パ フ

ォ ー マ ン ス 向 上 に 対

す る 報 酬  

工 数・利 益 の 見 積 も り の 精 緻 化 が 可 能 と

な っ た 段 階 で 、 金 額 を 固 定 化 す る こ と

で 、 原 価 削 減 に 対 す る 企 業 努 力 を 促 す  

確 定 固 定 金 額  
契 約  
F F P  

一 定 金 額  民 間 企 業 の 自 主 努 力 を 全 面 的 に 促 し 、品

質 の 保 証 を 得 た 上 で 確 実 な 原 価 削 減 を

実 現 す る  
（ 注 ） C P F F : C o s t  P l u s  F i x e d  F e e   C P I F : C o s t  P l u s  I n c e n t i v e  F e e  

F P I F : F i x e d  P r i c e  I n c e n t i v e  F e e   C P A F : C o s t  P l u s  A w a r d  F e e  
F P A F : F i x e d  P r i c e  A w a r d  F e e   F F P : F i r m  F i x e d  P r i c e  
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図 3 コスト償還型固定利益契約での支払い金額（例）  

 

コスト削減が
実現できた場合

コストが増加した場合

支払
金額

支払
金額

契約時

・民は原価削減・増加に関わらず、固定利益を得る

・パフォーマンスに対する支払いは行われない

契約
金額

利益

原価  
 

 

図 4  コ ス ト 償 還 型 固 定 利 益 イ ン セ ン テ ィ ブ 契 約 で の 支 払 い 金 額

（例）  

支払
金額

支払
金額

・民は原価削減・増加に関わらず、固定利益を得る

・民は成果達成時にはインセンティブを追加で得る

契約
金額

契約
条件

コスト削減が実現でき、
パフォーマンスも
達成した場合

コストは増加したが、
パフォーマンスは
達成した場合

契約時
コストが増加し、
パフォーマンスを
達成しなかった場合

支払
金額

利益

原価

インセンティブ
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図 5  コ ス ト 償 還 型 変 動 利 益 イ ン セ ン テ ィ ブ 契 約 で の 支 払 い 金 額

（例）  

支払
金額

・民はコスト削減時は削減額の一部をインセンティブとして受け取り、原価増加時は増加額の一部を
自己負担する（官民折半が一般的）

・民は成果達成時にはインセンティブを追加で得る

契約
金額

契約
条件

コスト削減が実現でき、
パフォーマンスも
達成した場合

コストは増加したが、
パフォーマンスは
達成した場合

契約時

支払
金額

コストが増加し、
パフォーマンスを
達成しなかった場合

支払
金額

利益

原価

インセンティブ コスト増に対する負担

コスト減に対するインセンティブ  
 

 

 

図 6 固定金額型インセンティブ契約での支払い金額（例）  
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金額

固定
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・民は固定金額を受け取る

・民は成果達成時にはインセンティブを追加で得る
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金額

契約
条件

コスト削減が実現でき、
パフォーマンスも
達成した場合

コストは増加したが、
パフォーマンスは
達成した場合

契約時
コストが増加し、
パフォーマンスを
達成しなかった場合

利益

原価

インセンティブ
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図 7 確定固定金額契約での支払い金額（例）  

 

支払
金額

固定
金額

支払
金額

・民は固定金額を受け取る

・民がパフォーマンスを達成することは前提

コスト削減が実現でき、
パフォーマンスも
達成した場合

コストは増加したが、
パフォーマンスは
達成した場合

契約時

利益

原価  

 

イ  市場価格方式による予定価格算定方法の見直し  

現在、海外において装備品等を修理する場合、加工費等の

細部見積りが入手できないなどの理由から、市場価格方式に

より算定した価格に基づき概算契約を行い、修理完了後実際

の修理に要した費用や為替差を計算して支払い金額が確定さ

れている。  

ＰＢＬでは、信頼性や可動率等の業務評価指標を保証する

ことを条件として契約を締結するものであり、工数等のコス

ト要素や作業内容を条件としたものではない。したがって、

ＰＢＬ契約においては、準確定（または概算）契約後に要し

た経費等に基づき支払い金額を決定している海外修理等の契

約に対しても、契約時に適切に市場価格を把握して契約金額

の妥当性を確認することを条件に確定契約を行うことを目指

す。  
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（２）インセンティブとペナルティ  

ア  原価監査等に基づく減額ルールの適用除外化  

現在のインセンティブ契約制度は、数次にわたる契約を一

括して行う場合（５年以内）を除き、単年度の契約期間のみ

を保証し複数年度（最大５年間）にわたる契約が保証される

ものではないことから、企業側は短期的なインセンティブと

し て と ら え ざ る を 得 な い 側 面 が あ る 。 現 在 の 装 備 品 等 の 補

給・整備に関する契約では確定契約において超過利益返納条

項が付与されているケースや、準確定契約において中途確定

条項、履行後確定条項及び特定費目の代金の確定に関する特

約条項が付与されているケースがあり、これらの契約におい

ては、代金確定時に確定金額が当初の契約金額を下回ってい

ることが判明した場合は、防衛省側が支払う金額からその分

を減額することが定められている。  

したがって、ＰＢＬ契約でのインセンティブの付与は、複

数年度の契約を基本に、原価の確認をした上で企業努力が促

されるインセンティブ制度を設計しなければならない。そし

て、ＰＢＬ契約において工数等のコスト要素や作業内容によ

って支払額が減額とならないように、ＰＢＬ契約においては

超過利益返納条項や特定費目の代金の確定に関する特約条項

を適用しないことを明確にルール化することを目指す。  

イ  成果達成時のインセンティブの取り扱い方法の決定  

現在のインセンティブ契約制度は機能・性能を維持した上

で調達価格を低減させる民間企業からの提案に対し、原価改

善提案料を当該提案のあった契約の計算価格に計上するもの

であり、コスト削減に対して報償を与える仕組みとなってい

る。  

他方、ＰＢＬ契約は、成果の達成に対して対価を支払う方

式であるため、コスト削減に限定せず目標の達成状況に応じ

てインセンティブを支払える制度としなくてはならない。同
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時にインセンティブの妥当性を担保するために、成果達成時

に支払われるインセンティブと防衛省が受けるサービス・物

品価値の増加が適正（同一価値）であることを裏付けるルー

ルを整備することを目指す。  

ウ  ペナルティ条件設定方法の決定  

現在の契約においては、納期遅延、納入数量不足等の債務

不履行に対しては、損害賠償の観点から一定の違約金等の支

払いを定めている。  

ＰＢＬ契約におけるペナルティは、インセンティブの条件

設定と同様、民間企業が受けるペナルティ（契約中途解除・

契約金額減額・契約翌年度継続中止）と防衛省が受けるサー

ビス・物品価値の減少（損害）を勘案し、官民合意の上で設

定する。  

エ  ＰＢＬによって削減された経費の取り扱い  

ＰＢＬによって削減した経費は、それぞれの要求元におい

て装備品等を取得する経費の財源や他の事業の経費に充当す

ることができるなど、予算の効率化及び合理化を図るための

必要な調整を行う。  

（３）公正性・透明性の確保と契約期間  

ア  公正・透明な契約制度の必要性  

防衛省においては、契約の内容から新規参入が想定できな

い場合であっても「複数の参入希望者がないとは言い切れな

い」という考え方の下、条件を満たす者を広く募る公募等の

手続きを経た上で契約相手方の選定を行っている。  

ＰＢＬにおいては、現実的に委託先の対象となる企業が当

該装備品等の製造者１社に限定される場合が大半と想定され、

また、コスト削減と品質向上を実現するためには委託先企業

との間で多くの契約前段階の協議が必要となる。したがって、

ＰＢＬ契約に関しては、調達における公正性、透明性の確保

に配慮しつつ、委託する業務内容の遂行が可能な民間企業の
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選定方法について検討する必要があり、競争的交渉方式の導

入などにより、契約に係る官民の協議の公正性・透明性を担

保する措置を十分に講じることについて、関係省庁と協議を

行う。  

イ  国庫債務負担行為対象期間の拡大  

現在、維持・整備等の業務（委託範囲）が単年度で区切る

ことができる場合は、一般的に単年度ごとに予算の要求等を

行っている。  

他方、単年度で事業が完了しないもの等については、事業

期間を通じた複数年度を一括して「国庫債務負担行為」とし

て予算の要求等を行っている。国庫債務負担行為は、初年度

を含めて５年を上限としている。  

ＰＢＬは、長期間の契約を保証した上で、民間企業が新た

に投資した資本の回収リスクを低減しつつ、コスト削減に向

けた積極的な取り組みを促すものであることから、複数年度

での契約が前提であり、５年を超える契約を考慮する必要が

ある場合には、公共サービス改革法等を参考に契約期間の長

期化の可能性の検討を行うこととする。  

（４）秘密の保全（秘匿を必要とする情報の保護）  

現在、防衛省において装備品等の補給・整備業務を民間企業

に委託する場合は、当該業務を履行するために必要な最低限の

情報を公募等の時期に民間企業に提供している。  

既に、一部の民間企業との間においては、装備品等の整備管

理情報の共有化が図られているところであるが、今後、ＰＢＬ

の適用範囲が拡大すれば、これまで防衛省のみで管理していた

装備品等の運用計画に関する情報など、秘匿性の高い情報を民

間企業間と共有する必要に迫られる。そのため、一般のネット

ワークを利用して情報共有を行う場合は、情報セキュリティ特

約を契約条項に盛り込むなど、契約相手方に守秘義務を課すこ

とにより、情報の漏洩防止に十分に留意しなければならない。 
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（５）原価監査、監督・検査の方法  

ア  原価監査、監督・検査方法の見直し  

現在の原価計算方式による契約は、工数等のコスト要素や

作業内容に対して対価を支払うことを合意して締結するもの

であり、装備品等の納入時等に検査や原価監査等を行ってそ

のコストの妥当性や品質の確認を行っている。  

一方、ＰＢＬ契約は、コスト要素や作業内容に対する対価

を支払う契約ではないため、監督・検査の対象、方法に関す

るルール、物品の納入・受領に係る要領を見直し、官民の責

任を明確にする必要がある。  

なお、長期にわたる契約において適正な対価を支払うため

には実コストの把握はインセンティブの付与について検討す

る上でも重要であり、実コストの把握ができるような仕組み

にしておかなければならない。  

イ  保管・管理方法の見直し  

現在、装備品等の維持・整備等に必要な部品等は、それが

使用される部隊等において保管している。  

ＰＢＬが導入された場合、部隊等において保管している部

品等の全部または一部を民間企業で保管するケースが想定さ

れる。  

また、国内のみならず海外修理会社の倉庫において保管さ

れるケースも想定されるため、部外施設に保管する場合の保

管・管理要領、民間企業側の物品管理担当者（物品管理補助

者）の職責、保管時の検査（補給検査）に関する事項につい

て、必要に応じて要領を整備する。  

５  ＰＢＬ導入に向けたアプローチ  

（１）適用装備品等の選定  

ア  諸外国の事例に基づく適用装備品等選択指針  

ＰＢＬ導入のプロセスにおいて、契約締結前の段階で官民

がＰＢＬによる効果（Wi n - Wi n の関係）が得られるよう合意
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を図るが、期待する効果が導出されない場合や、官民の間で

合意に至らない場合、契約は締結されないため、結果的に双

方が多くのマンパワーをかけた後にＰＢＬに移行しないケー

スも想定される。  

このようなリスクを最小化するためには、検討の初期段階

においてＢＣＡを実施し、当該装備品等へのＰＢＬの適用可

能性をおおよそ判断できることが望ましい。以下に、諸外国

事例である「ＰＢＬ適用効果の高い装備品等の特性」から導

出した適用装備品等の選択指針を整理する。  

①  装備品等自体の特徴  

装備品等自体の特徴に関する選択指針を表 1 4 に示す。  

民間企業の実績ある高度なスキルを活用した改善策の実

施により効果が期待できる装備品等を選択することが望ま

しい。  

 

表 1 4 装備品等自体の特徴に関わる選択指針  
選 択 指 針  詳 細  

装 備 品 等 の 構 造 が 複 雑 か

つ 技 術 的 に 高 度 で あ る  
•  装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 点 数 が 多 い  
•  装 備 品 等 の 整 備 に 高 度 な ス キ ル が 必 要 で あ る  
•  装 備 品 等 の 整 備 に 特 殊 な 機 器 が 必 要 で あ る  
•  整 備 作 業 に 時 間 が か か る  
•  多 数 の 製 造 メ ー カ に よ り 部 品 が 製 造・修 理 さ れ て
い る  

•  修 理 回 転 品 の 割 合 が 多 い  
•  輸 入 品 の 割 合 が 多 い  

装 備 品 等 の 故 障 や 消 耗 が

大 き く 、 部 品 補 給 及 び 整 備

作 業 の 頻 度 が 多 い  

•  装 備 品 等 ま た は 装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 整 備
間 隔 が 短 い  

•  装 備 品 等 ま た は 装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 故 障
率 が 高 い  

•  装 備 品 等 ま た は 装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 瑕 疵
の 発 生 数 が 多 い  

運 用 上 あ る い は 形 態 的 に

装 備 品 等 の 整 備 作 業 を 集

中 化 さ せ や す い  

•  整 備 作 業 を 毎 回 同 じ 箇 所 で 実 施 で き る  
•  複 数 の 部 品 の 整 備 作 業 を 同 一 箇 所 で 実 施 で き る  
•  整 備 に お い て 、 特 定 の 会 社 へ の 依 存 度 が 高 い  
•  装 備 品 等 ま た は 装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 輸 送
が 容 易 で あ る  

 

②  装備品等保有の状況  

装備品等保有の状況に関する選択指針を表 1 5 に示す。  
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保有数が多く、長期間にわたり保有することが可能な装

備品等を選択することが望ましい。  

 

表 1 5 装備品等保有の状況に関わる選択指針  
選 択 指 針  詳 細  

装 備 品 等 の 保 有 数 量 が 多

い  
•  現 在 の 装 備 品 等 保 有 数 が 多 い  
•  今 後 の 装 備 品 等 の 購 入 予 定 数 が 多 い  

装 備 品 等 の 個 体 毎 の 構 成

（ 部 品 の 組 み 合 わ せ ） の 共

通 度 が 高 い   

•  装 備 品 等 の そ れ ぞ れ の 個 体 に お い て 構 成 す る 部
品 の 組 み 合 わ せ の 共 通 度 が 高 い  

装 備 品 等 の 退 役 ま で の 期

間 が 十 分 長 い   
•  退 役 ま で の 期 間 が 長 い  
•  当 該 装 備 品 等 が 継 続 的 に 購 入 さ れ 、同 一 目 的・任
務 で 利 用 さ れ る  

 

③  補給・整備に関する課題の顕在化状況  

補給・整備に関する課題の顕在化状況に関する選択指針

を表 1 6 に示す。  

改善の余地が大きく、新たな手法により改善の可能性を

有する装備品等を選択することが望ましい。  

 

表 1 6 補給・整備に関する課題の顕在化状況に関わる選択指針  
選 択 指 針  詳 細  

装 備 品 等 に か か る 現 状 の

予 算 規 模 が 大 き い  
•  一 個 体 あ た り の 予 算 が 大 き い  
•  全 個 体 の 予 算 の 合 計 が 大 き い  

現 状 の 補 給 整 備 業 務 の 品

質 が 低 い  
•  可 動 率 が 低 い  
•  部 品 在 庫 の 保 有 基 準 が 多 い  
•  部 品 在 庫 の 保 有 基 準 に 対 し 、過 剰 保 有 ま た は 過 少
保 有 で あ る  

•  修 理 回 転 品 の 修 理 に か か る 期 間 や 消 耗 品 の 補 給
の 待 ち 時 間 が 長 い  

•  装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 輸 送 に 時 間 が か か る  
補 給 整 備 業 務 に 利 用 さ れ

て い る 技 術 ・ シ ス テ ム ・ 手

法 が 陳 腐 化 し て お り 、 改 善

の 余 地 が 大 き い   

•  補 給 整 備 業 務 に 利 用 さ れ て い る 技 術 （ シ ス テ ム ）
が 古 く 手 間 が か か る ・ 業 務 品 質 が 悪 い  

•  標 準 化 さ れ て お ら ず 品 質 に バ ラ ツ キ が あ る  
•  頻 度 の 多 い 単 純 作 業 の 自 動 化 が 進 ん で い な い  
•  事 務 手 続 き な ど 管 理 作 業 が 冗 長 で あ る  
•  在 庫 の 現 況 調 査 時 に シ ス テ ム 登 録 情 報 と 実 態 に
大 き な 乖 離 が 生 じ る こ と が あ る  

•  故 障 数 や 部 品 使 用 数 の 年 間 推 計 値 と 実 態 に 大 き
な 乖 離 が 生 じ る こ と が あ る  

•  緊 急 調 達 数 が 多 い  
•  定 期 交 換 品 目 で の 達 成 率 が 低 い  
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④  導入容易度  

導入容易度に関する選択指針を表 1 7 に示す。  

改善を図るための基本情報を有し、業務改善を行うこと

が許容されている装備品等を選択することが望ましい。  

 

表 1 7 導入容易度に関わる選択指針  
選 択 指 針  詳 細  

装 備 品 等 の 動 作 ・ 品 質 情

報 、 お よ び 補 給 ・ 整 備 業 務

に 関 す る 情 報 が 比 較 的 整

備 さ れ て い る  

•  装 備 品 等 の 可 動 率 等 の 品 質 情 報 が 管 理 さ れ て い
る  

•  装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 品 質 情 報 が 個 体 別・全
体 で 管 理 さ れ て い る  

•  業 務 量 が 把 握 さ れ て い る  
装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品

や 整 備 方 法 に 仕 様 変 更 が

許 容 さ れ て い る   

•  官 民 の 合 意 の 上 、 装 備 品 等 を 構 成 す る 部 品 の 仕
様 ・ 整 備 業 務 の 方 法 が 変 更 で き る  

 

イ  日本独自の視点に基づく選択指針  

前述の適用装備品等選択指針に加え、日本の独自性に関す

る選択指針を表 1 8 に示す。  

導入初期段階においては、受け入れ準備が整っている民間

企業を対象に検討することでスムーズな導入が期待でき、ま

た、国内において運用される装備品等を対象とすることで、

例外事項などを極力少なくし効果を最大化することが期待で

きる。  

 

表 1 8 日本独自の視点に基づく選択指針  
選 択 指 針  詳 細  

(初 期 段 階 )民 間 企 業 の 受
け 入 れ 準 備 が 整 っ て い る  

•  現 時 点 の 整 備 に お い て 民 間 企 業 へ の 委 託 範 囲 が
大 き い （ 高 段 階 整 備 を 外 注 委 託 し て い る ）  

•  補 給・整 備 を 委 託 し て い る 民 間 企 業 に お い て Ｐ Ｂ
Ｌ 契 約 用 業 務 カ タ ロ グ（ パ ッ ケ ー ジ ）を 保 有 し て

い る （ 海 外 に お い て Ｐ Ｂ Ｌ 契 約 の 実 績 が あ る ）  
•  民 間 機 転 用 等 、民 間 企 業 で の 技 術・ノ ウ ハ ウ の 転
用 が 容 易 で あ る  

•  海 外 に お い て 類 似 の Ｐ Ｂ Ｌ 契 約 の 実 績 が あ る  
国 内 で の 業 務 遂 行 装 備 品

等 で あ る  
•  長 期 間 帰 港 し な い 艦 艇 に 搭 載 し て 使 用 す る 装 備
品 等 で は な い  

•  国 外 派 遣 な ど で 使 用 す る 装 備 品 等 で は な い  
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（２）防衛省におけるＰＢＬ導入ロードマップ  

これまで示したとおり、ＰＢＬの導入に向けてまず実現する

べき事項は以下の３つと考えられる。  

•  予算・調達制度の柔軟性拡大  

•  官民連携の強化  

•  各種データの整備及び情報の官民共有  

今後、防衛省がＰＢＬの導入について検討を行うにあたり、

前述の三つの事項の実現を図りつつ、実施可能な装備品等及び

ＰＢＬレベル、契約相手方となる企業から順次導入検討を進め

ることで、ＰＢＬの効果及び実効性の確認、民間企業の受入態

勢 の 強 化 及 び 関 連 制 度 等 の 見 直 し を 進 め る こ と が で き る と 考

えられることから、各自衛隊が保有する装備品等の特性を考慮

しつつ、防衛省で行うＰＢＬの導入に向けた方針は次のとおり

とする。  

①  対象装備品等  

諸外国でも先行的に適用され、実績も報告されている航

空機を対象とする。それ以外の装備品等については航空機

での導入実績及び成果等を踏まえつつ導入の検討を進める。 

主として非戦闘用途の装備品等を中心に取り組みを開始

するが、戦闘用途の装備品等についても、適用可能な業務

範囲の検証を行い、適用可能と考えられるものがある場合

は、導入の検討を進める。  

②  ＰＢＬ導入レベル  

現在すでに民間委託している業務からの拡充という視点

から、民間企業側の受け入れ容易性、役務請負契約に対す

る予定価格の算定方法に係る検討状況などを踏まえ、部品

の修理・供給が主な委託対象である「レベル１：リードタ

イム保証」または「レベル２：在庫保証」から取り組み、

各種制約の緩和、官民の受け入れ体制及び各種情報の共有

化が可能となった段階で必要に応じて「レベル３：可用性
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保証」に移行を図る。  

ただし、全ての装備品等に関して「レベル１：リードタ

イム保証」または「レベル２：在庫保証」から取り組むこ

とを推奨するものではなく、装備品等の特性等に応じた適

切なレベルでの導入または、レベルの進展を検討すること

が重要である。  

「レベル４：任務保証」については、その適用可能性や

有効性については継続して検討を行っていく。  

③  契約対象企業  

多くの諸外国の企業（特に航空機関連企業）においては、

既にＰＢＬに係る契約の実績を有し、また、各種パッケー

ジ化された商品を提案するなど、民間企業においてＰＢＬ

に係る契約の体制が整っていることに鑑み、まずは当該諸

外国の企業と契約することを目指すとともに、並行して国

内の民間企業ともＰＢＬに係る契約へ移行することについ

て意見交換を重ね、適用可能と判断された場合は、国内の

企業との契約についても締結することを目指す。  

④  準備期間  

年度予算であることを踏まえ、準備期間は２箇年を目指

す。ただし、民間企業の準備状況（他国での実績状況等）

を踏まえ、新規装備品等を対象とする場合においては、情

報収集、意見調整及び検討の開始から４箇年程度の準備期

間を目指す。  

「レベル１：リードタイム保証」または「レベル２：在

庫保証」から「レベル３：可用性保証」への移行に当たっ

ては、「レベル１：リードタイム保証」または「レベル２：

在庫保証」の契約履行期間中に準備を進める。  

 

以上、中期防衛力整備計画の対象期間である今後５年間にお

いては、諸外国の企業で製造された完成輸入機に対するリード
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タイム保証や在庫保証を中心としたＰＢＬをパイロット・モデ

ルとして実施し、ＰＢＬの効果及び実効性を検証するとともに、

制度の見直しや国内民間企業の受け入れ体制の強化を図り、各

自衛隊においてもそれぞれの特性に応じた対象装備品等を選定

し、ＰＢＬの実施について合意ができたものから実施する。  

その後の５年間においては、様々な装備品等を対象としてリ

ードタイム保証や在庫保証の範囲を拡大するとともに、一部可

用性保証についてもパイロット・モデルとして行い、補給処整

備における民間委託のあり方について検証を行う。さらに、そ

の後の５年間においては、必要に応じて可用性保証の範囲の拡

大を目指すとともに、ＰＢＬに係る契約の更改に合わせ、官民

連携の強化による更なる効率化を進め、様々な形でのＰＢＬの

契約の実現を図る。  

なお、ＰＢＬの導入検討を進める中で、契約の方法やＢＣＡ

の実施に必要な知識・能力などについては、ＰＢＬパイロット・

モデルを実施することなどで涵養され、得られた事項について

は、ガイドラインの見直しを行うなどその充実を図る。  

 ６  パイロット・モデルの検討（ＥＣ－２２５ＬＰ）  

（１）ＰＢＬ導入に向けたアプローチ  

ＥＣ－２２５ＬＰにおいてＰＢＬを導入することで機体整備

業 務 及 び 部 品 の 補 給 業 務 の 効 率 化 並 び に コ ス ト 削 減 効 果 が 期

待できる。  

ＰＢＬの導入に当たり、いくつかの特異な契約条件の中で、

制度上または運営上、即時導入が難しいと考えられるものに関

しては、現行の契約形態からのスムーズな移行を行うために、

契約の更改ごとに段階的に導入、または深化させていく。  

ＰＢＬ契約上の前提条件である、インセンティブやペナルテ

ィの設定については、その妥当性を持たせる必要があるが、一

定の実績把握期間及びその評価期間が必要である。また、価格

交渉を有利に進める等の理由で、インセンティブを次回契約以
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降にどのように付与すべきか、ルール化に向けた検討を行う。

さらに、業務上の前提条件である、輸入部品の完成検査時にお

ける防衛省の立会いについては、現在、義務化されているルー

ルを見直し、納入までの期間を短縮するなど、業務の効率化に

向けた検討を行う。  

なお、検討に当たっては、「装備品等の維持・整備業務の在り

方に関する検討」統合プロジェクトチーム（ＩＰＴ）において、

本ガイドラインに記載したＰＢＬ検討のプロセスを基本として

実施し、具体的な検討体制等を含む要項を策定する。  

段階的導入または深化を行う必要があると考えられる契約条

件は、表 1 9 に示す留意点として挙げることができる。  

 

表 1 9 段階的導入または深化を行うに当たり留意すべき視点  
N o  段 階 的 導 入 ま た は 深 化 を

行 う に あ た り 留 意 す べ き
視点  

対応の方向性  

1  現行の法制度  •  パ フ ォ ー マ ン ス 達 成 に 対 す る イ ン セ ン テ ィ
ブ 付 与 を 可 能 と す る こ と が 必 要 。  

•  予 定 価 格 の 算 定 は 、 当 初 か ら 単 価 を 確 定 す
る こ と を 追 求 。 部 品 補 給 は 、 飛 行 時 間 当 た

り 単 価 （ 市 場 価 格 方 式 ）、 機 体 整 備 は I R A N
（ 機 体 定 期 修 理 ） 1 回 当 た り の 単 価（ 原 価 計
算 方 式 ）、技 術 支 援 は 1 時 間 当 た り の 単 価 工
数 （ 原 価 計 算 方 式 ） と し 、 単 価 設 定 の 妥 当

性 に つ い て 検 討 。  

2  現行の機体整備業務プロ
グラム  

•  整 備 手 法 等 よ り 業 務 を 効 率 化 で き る 可 能 性
が あ る か 今 後 検 証 し て い く と と も に 、 整 備

現 場 へ の 理 解 を 求 め る 活 動 が 必 要 。  

3  機体整備に係る機体特有
の各種実績値（の蓄積）  

•  実 績 値 の 収 集 が 必 要 。  
•  蓄 積 さ れ る ま で は 荒 め に 条 件 設 定 す る こ と
が 必 要 。  

 

（２）ＥＣ－２２５ＬＰに係るＰＢＬの段階的な導入  

平 成 ２ ４ 年 度 に 締 結 す る 予 定 の 初 回 契 約 に 向 け た 準 備 期 間

（平成２３年度）において、詳細な費用対効果の分析を進める

とともに、導入条件等を検討するため「競争的交渉方式」等の

手法により契約が可能な民間企業と協議を行い、民間企業から

概算金額の見積りや実施可能なＰＢＬの内容に関する情報提供
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を受けて詳細な条件を明文化し、予算要求を含むＰＢＬ導入の

意思決定を行う。  

契約に当たっては移行期間を設定し、航空機の可動に影響を

与えないことに留意するなど、円滑な移行を図る。なお、契約

金額は単価契約（当初から単価を確定）を追求し、企業のコス

ト削減努力を促すとともに、設定した業務評価指標の達成状況

に応じ、報奨金を付与する新たなインセンティブ制度を検討す

る。この際、設定した単価及び報奨金の妥当性の明確化に努め

る。  

また、初回のＰＢＬに係る契約履行中は、機体整備や部品補

給に係る実績データを収集する期間と位置づけ、業務評価指標

の達成状況を収集し、かつ、結節時において評価及びＢＣＡを

実施するとともに、契約の最終年度には業務評価指標及び目標

値そのものの妥当性を検討し、次回契約に向けて必要であれば

目標指針の見直しを行う。次回契約においては、初回契約の終

了時に間断なく移行できるよう次回契約の調達準備を行う。  

初回契約と次回以降の契約との相違点を表 2 0 に示す。  

 

表 2 0 初回契約と次回以降の契約における相違点  
N o  前 提 条 件  留 意 す べ

き 視 点

（ 前 掲 ）

初 回 契 約  次 回 以 降 の 契 約  

① 業 務 委 託

の 範 囲  

－  •  部 品 及 び 構 成 品 の

リ ー ド タ イ ム 保 証

並 び に 在 庫 保 証 （ エ

ン ジ ン を 除 く 。）  

•  機 体 の 定 期 修 理 及

び 7 5 0 時 間 点 検  
•  技 術 支 援 業 務  

•  （ 変 更 な し ）  

② 契 約 期 間  －  •  履 行 開 始 前 後 の 手

続 き 等 に か か る 期

間 を 考 慮 し て 、 4 年
間 の 5 国 事 業 を 想
定 。  

•  契 約 期 間 の 空 白 を

起 こ さ な い よ う に 、

連 続 し た 契 約 を 行

う 。期 間 は 5 年 間（ ま
た は 随 意 契 約 を 含

め て 5 年 間 超 ）。  

1  

契
約
上
の
前
提 

③ 運 行 計 画

及 び 整 備 計

画  

2  •  現 行 方 式 を 適 用 す

る 。  
•  効 率 化 の 可 能 性 に

つ い て 検 討 す る 。  
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N o  前 提 条 件  留 意 す べ

き 視 点

（ 前 掲 ）

初 回 契 約  次 回 以 降 の 契 約  

④ 契 約 方 法  －  •  履 行 期 間 後 に 金 額

を 確 定 す る 準 確 定

契 約 。（ 契 約 単 価 を

固 定 ）  

•  （ 変 更 な し ）  

⑤ 支 払 条 件

（ 業 務 評 価

指 標 及 び 目

標 値 の 設 定

と 業 績 の 評

価 ）  

１ ,  3  •  業 務 評 価 指 標 及 び

目 標 値 の 妥 当 性 を

評 価 す る 試 行 期 間

と 位 置 づ け て 、 品 質

確 保 の た め の 最 低

限 の ペ ナ ル テ ィ を

設 定 す る 。  
 
 
 

•  業 務 評 価 指 標 及 び

目 標 値 に 対 す る 達

成 度 合 に 応 じ て 、 イ

ン セ ン テ ィ ブ 及 び

ペ ナ ル テ ィ を 設 定

す る 。  

① 計 画  

② 物 品 管 理  

③ 機 体 整 備  

2  業
務
上
の
前
提 ④ 管 理 等  

－  •  （ 初 回 契 約 開 始 ま

で に 、 下 表 （ 2 0 - 1～
4） の 「 業 務 上 の 前
提 」 を 実 現 で き る よ

う に 対 応 を 行 う 必

要 が あ る 。）  

•  （ 変 更 な し ）  

 

表 2 0 - 1 計画業務における業務の内容  
N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
1  整 備 計 画  運 行 計 画 に 基

づ く 整 備 計 画

の 立 案  

•  運 行 計 画（ 年 間 計 画 飛 行 時 間 等 の 防 衛 省 が

立 案 す る 計 画 ）及 び 累 計 飛 行 時 間 等 に 基 づ

い て 、 部 品 の 最 低 保 有 在 庫 量 を 維 持 し つ

つ 、在 庫 と し て 保 有 す る 品 目 の 最 適 化 を 図

り 、偶 発 故 障 に も 十 分 対 応 で き る 整 備 体 制

を と れ る よ う な 整 備 計 画 を 立 案 す る 。  

2  需 要 予 測  部 品 消 費 量 の

見 通 し  
•  運 行 計 画 及 び 整 備 計 画 、ま た 過 去 の 実 績 に

基 づ い て 部 品 消 費 量 の 見 通 し を 立 て る 。  

3  在 庫 基 準 整 備  最 低 保 有 在 庫
量 の 定 義  

•  装 備 品 等 本 体 数 を 踏 ま え 、運 用 及 び 定 期 保

全 、修 理 に 必 要 と な る 構 成 品（ 機 器・部 品 ）

の 、 最 低 在 庫 保 有 量 を 定 義 す る 。  

•  な お 初 回 の 契 約 に お い て は 、最 適 な 在 庫 量

を 探 る た め の 実 績 蓄 積 期 間 と 位 置 づ け る 。

4  構 成 品 調 達  
・ 修 理 計 画  

官 給 品 在 庫 の

利 活 用  
•  現 在 す で に 調 達 済 み の 官 給 品 の 払 い 出 し

を 受 け て 利 活 用 す る こ と が で き る 。  

 

表 2 0 - 2 物品管理業務における業務の内容  
N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
1  在 庫 管 理  部 隊 消 費 へ の

対 応  
•  部 隊 消 費 に よ る 在 庫 量 の 減 少 は 、 防 衛 省 と
の 情 報 連 携 に よ り 、 予 め 定 義 し た 最 低 保 有

在 庫 量 を 維 持 す る 。  
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N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
2  在 庫 の 保 管 場

所  
•  部 隊 整 備 に 必 要 な 在 庫 は 防 衛 省 の 倉 庫 で 保
管 し 、 残 り は 全 て 会 社 の 管 理 倉 庫 で 保 管 を

行 う 。  
3  

（ 監 理 す る

品 目 は 防 衛

省 側 で 設 定 。

爾 後 、品 目 及

び 数 量 の 最

適 化 を 図

る 。 ）  

  

在 庫 の 数 量 管

理  
•  在 庫 の 数 量 管 理 は 、 会 社 が 独 自 の 情 報 シ ス
テ ム を 用 い て 運 用 す る 。  

•  在 庫 量 情 報 に つ い て は 、 適 宜 防 衛 省 と 共 有
で き る 仕 組 み を 構 築 す る 。簡 易 な 案 と し て 、

定 期 ま た は 不 定 期 の 防 衛 省 か ら の 要 請 に 応

じ て 、 会 社 が C S V フ ァ イ ル 等 を 作 成 ・ 送 信
す る 方 式 が 考 え ら れ る 。 防 衛 省 の 情 報 シ ス

テ ム と の 連 接 を 行 う 場 合 に は 別 途 構 築 費 用

を 計 上 す る 必 要 が あ る が 、 装 備 品 等 の 機 体

数 、 部 品 点 数 や 使 用 頻 度 等 を 考 慮 し て 官 民

で 投 資 の 必 要 性 を 判 断 す る 。  
 

4  部 品 交 換  •  部 品 交 換 に お い て は 、 エ ク ス チ ェ ン ジ 方 式
を 採 用 で き る 。  

5  部 品 修 理 ま た

は 交 換 の 判 断  
•  部 品 に つ い て 、 修 理 ま た は 交 換 の 判 断 は 全
て 会 社 が 行 い 、 こ れ ら の 可 否 申 請 等 を 義 務

と し な い 。  
6  作 業 標 準  •  よ り 効 率 的 な 修 理 を 実 施 し て い く た め に 、

整 備 実 施 基 準 （ M O） の 柔 軟 な 見 直 し が で き
る よ う に す る 。  

•  会 社 が 提 案 す る 整 備 手 順 の 見 直 し は 届 出 制
と し 、 防 衛 省 は そ れ を 承 認 す る 。  

7  

構 成 品（ 修 理

回 転 品 ）修 理

実 施  

  

  

  

新 規 部 品 の 開

発  
•  部 品 の 製 造 中 止 等 に よ り 、 新 規 部 品 を 開 発
す る 必 要 が 発 生 し た 場 合 、 そ の 費 用 は 当 該

契 約 金 額 の 中 に 含 む 。  
•  新 規 部 品 の 採 用 に 際 し て は 、 防 衛 省 の 承 認
を 得 る 。  

8  構 成 品（ 非 修

復 性 品 ）供 給  
新 規 部 品 の 開

発  
•  部 品 の 製 造 中 止 等 に よ り 、 新 規 部 品 を 開 発
す る 必 要 が 発 生 し た 場 合 、 そ の 費 用 は 当 該

契 約 金 額 の 中 に 含 む 。  
•  新 規 部 品 の 採 用 に 際 し て は 、 防 衛 省 の 承 認
を 得 る 。  

9  修 理 用 子 部

品  
調 達  

部 材 調 達  •  部 品 の 修 理 用 子 部 品 は 、 現 在 す で に 調 達 済
み の 官 給 品 の 払 い 出 し を 受 け て 利 活 用 す る

こ と が で き る 。  
1 0  品 質 保 証（ 検

収 ）  
品 質 確 認 の 手

段  
•  完 成 （ 製 品 ） 検 査 に お け る 防 衛 省 の 立 会 を
省 略 し 、 民 間 企 業 が 発 行 す る 検 査 証 を 防 衛

省 が 承 認 す る 形 式 と す る か 、 若 し く は 、 受

領 検 査 と 同 時 に 実 施 す る 。  
1 1  輸 送  輸 送 経 路  •  要 修 理 品 は 会 社 直 送 、 修 理 済 品 及 び 非 修 復

性 品 は 駐 屯 地 直 送 と す る 。  

 

表 2 0 - 3 機体整備業務における業務の内容  
N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
1  整 備 部 隊 で

の 整 備 （ 点

検・修 理 ）な

部 材 調 達  •  修 理 用 部 材 は 、 現 在 す で に 調 達 済 み の 官 給
品 の 払 い 出 し を 受 け て 利 活 用 す る こ と が で

き る 。  
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N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
2  新 規 部 品 の 開

発  
•  部 品 の 製 造 中 止 等 に よ り 、 新 規 部 品 を 開 発
す る 必 要 が 発 生 し た 場 合 、 そ の 費 用 は 当 該

契 約 金 額 の 中 に 含 む 。  

•  新 規 部 品 の 採 用 に 際 し て は 、 防 衛 省 の 承 認
を 得 る 。  

3  作 業 標 準 の 定

義  
•  よ り 効 率 的 な 整 備 を 実 施 し て い く た め に 、
整 備 実 施 基 準 （ M O） の 柔 軟 な 見 直 し が で き
る よ う に す る 。 会 社 が 提 案 す る 整 備 手 順 の

見 直 し は 届 出 制 と し 、 防 衛 省 は そ れ を 承 認

す る 。 会 社 が 届 け 出 た 整 備 手 順 は 、契 約 時
に 合 意 し た 業 務 評 価 指 標 の 達 成 を 前 提 と す

る 品 質 維 持 が 図 ら れ る 必 要 が あ る 。  

•  上 記 条 件 の 下 に お い て は 、 特 別 点 検 や 定 期
修 理 （ I R A N） の 実 施 頻 度 を 従 前 よ り 低 減 し
て も よ い 。  

4  

ら び に 会 社

で の 整 備（ 点

検 ・ 修 理 ）  

  

  

  

品 質 確 認 の 手

段  
•  製 品 検 査 に お け る 防 衛 省 の 立 会 を 省 略 し 、
民 間 企 業 が 発 行 す る 検 査 証 を 防 衛 省 が 承 認

す る 形 式 と す る 。  

 

表 2 0 - 4 管理業務における業務の内容  
N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
1  構 成 品 調

達・修 理 状 況

管 理  

部 品 ラ イ フ サ

イ ク ル の 分 析  
•  高 い コ ス ト 削 減 効 果 を 得 る た め に 、 部 品 の
ラ イ フ サ イ ク ル を 考 慮 し た 交 換 頻 度 を 設 定

し 、 そ れ に 応 じ た 調 達 計 画 を 立 て る 。 こ の

調 達 計 画 に つ い て は 官 民 の 合 意 を 前 提 と す

る 。  
•  ま た 、修 理 の 標 準 的 な 所 用 期 間 を 把 握 し て 、
個 々 の 修 理 期 間 に ば ら つ き が 出 な い よ う に

状 況 を 管 理 す る 。  

2  装 備 品 等 本

体 点 検・修 理

状 況 管 理  

整 備 関 連 の 情

報 連 携  
•  構 成 品 修 理 の 際 に 交 換 し た 部 品 を 、 そ の 後
す ぐ に 実 施 す る 定 期 修 理 に お い て も 交 換 す

る と い っ た こ と の な い よ う 、 日 常 点 検 ・ 整

備 、 故 障 対 応 、 定 期 修 理 と い っ た 各 種 整 備

に お け る 情 報 を 連 携 す る 。  
3  改 善 活 動  不 具 合 の 分 析

等  
•  不 具 合 （ 同 一 箇 所 に お い て 頻 発 す る 等 ） の
分 析 、 在 庫 充 足 状 況 か ら み た 最 低 保 有 量 の

見 直 し 、 機 体 整 備 手 順 の 更 新 等 、 機 体 の 可

用 性 向 上 に 向 け た 業 務 改 善 を 行 う 。  

•  業 務 改 善 に 際 し て は 、 防 衛 省 の 承 認 を 得 た
上 で 実 施 す る 。  

4  業 務 評 価 指

標 管 理  
業 務 評 価 指 標

策 定 と 達 成 度

評 価 に つ い て

の 合 意  

•  契 約 の 前 提 と な る 業 務 評 価 指 標 の 策 定 と 、
達 成 度 の 評 価 に つ い て 官 民 で 合 意 す る 。  

•  達 成 度 評 価 を 行 う 際 に は 、 必 要 に 応 じ て 会
社 が 蓄 積 す る 実 績 情 報 を 提 供 す る 。  
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N o  業 務  業 務 の 内 容  備 考  
5  機 能 向 上 を 伴

う 改 修  
•  防 衛 省 が 要 求 す る 機 能 向 上 を 目 的 と す る 改
修 は 、 原 則 と し て 別 途 費 用 計 上 す る 。 た だ

し 不 具 合 に 起 因 す る 点 検 、 修 理 、 改 修 等 及

び 会 社 提 案 に よ る 信 頼 性 向 上 の た め の 改 修

等 費 用 は 会 社 負 担 と す る 。 な お 、 改 修 等 に

よ っ て 試 験 等 が 必 要 に な る 場 合 、 試 験 に 必

要 な 部 品 、器 材 等 は 防 衛 省 が 無 償 貸 付 す る 。

6  

そ の 他  

  

除 外 事 項 等  •  「 想 定 条 件 外 （ 地 理 的 条 件 、 用 途 等 ） で 発
生 し た 故 障 は Ｐ Ｂ Ｌ 契 約 対 象 外 で あ る 」等 、

除 外 事 項 は 契 約 時 に 定 義 す る 。 た だ し 条 件

を 網 羅 す る こ と は で き な い の で 、 故 障 発 生

時 の 対 応 （ 官 民 の 切 り 分 け ） に つ い て は 都

度 協 議 し て 決 定 す る 。  

 


